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第１章  序 論 
 
１．１ 本研究の背景と⽬的 
寒中コンクリート工事では，コンクリートが凍結する可能性がある施工条件下においても，
通常期に施工されるコンクリートと同様に要求品質や工事計画を確保しなければならない。寒
中コンクリート工事は，北海道や東北地方に代表されるような積雪寒冷地に特化するものとし
て取り扱われるが，関東以南の沿岸部を除く広い地域に適用される。そのため，地域によって
著しく異なる気象条件を十分に踏まえたうえで，寒中コンクリート工事を合理的かつ経済的に
実施することの意義は極めて大きい。 
我が国の寒中コンクリートに関する研究は 1940 年代から行われており 1）2），その後，洪らに
よって積算温度を用いた調合計画方法や初期凍害対策に関する礎が築かれた 3）。1978 年には，
寒中コンクリート工事に関連する技術的な指針が取り纏められ，日本建築学会から「寒中コン
クリート施工指針案・同解説」4）が発刊された。それ以降，技術の進歩や時代背景に応じて，
現行指針（第 5 版，2010 年）5）に至るまで改定が繰り返されてきた。 
現行指針では，寒中コンクリート工事の適用期間に関する技術的意味の明確化，調合計画方
法の根拠となる強度増進曲線および氷点下域の積算温度評価法などに検討が加えられ，寒中コ
ンクリート工事における技術的な課題は大幅に解消された。 
一方，その内容は北海道などの厳寒な積雪地域における対応に重点が置かれており，比較的
温暖な地域における気候特性に十分に配慮されたものではない。また，加熱養生時における計
画温度と実績温度には差異が生じることが実務者から指摘されている。近年，大規模な養生上
屋を設置する事例も多く，計画温度確保や環境負荷低減の観点からもこの温度差の解消が望ま
れる。 
そのため，北海道や東北地方に加えて近畿地方などの比較的温暖な地域を調査対象に含めて，
寒中コンクリート工事の実態を把握して課題を明らかにするとともに，その課題を解決するこ
とが重要である。また，寒中コンクリート工事の施工計画では調合と養生などの条件を変えな
がら煩雑な計算を繰り返す必要があり，実務者からは各種の計算を簡便かつ適正に実行するた
めの支援システムが期待されている。 
以上のような背景を踏まえ，本研究では，各地域の気候特性を踏まえたうえで，寒中コンク
リート工事における課題解決を図り，合理的な施工計画が実施できることを目的とする。 
（１） アンケート調査から寒中コンクリート工事の実態を明らかにし，課題を抽出する。 
（２） せき板の取り外しに関する強度管理方法として，コンクリート部材の温度履歴に基づく
強度推定方法の適用性について検討する。 
（３） 加熱養生時の熱量計算法を検証し，温度差異を解消する。 
（４） 寒中コンクリート工事に影響する気候特性を整理する。 
（５） 上記の検討結果を反映させた施工計画支援システムを構築する。 
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１．２ 本研究に関連する既往の研究 
１．２．１ 寒中コンクリート⼯事に関連する規準類の変遷 
日本建築学会「建築工事標準仕様書・同解説 JASS5 鉄筋コンクリート工事」（以下，JASS5
という）は，1953 年の制定以来，技術の進歩，研究の蓄積，建築物に対する要求品質の向上な
どに対応して改定が行われてきた。現行の JASS5（第 15 版，2018 年 7 月改定）が刊行される
まで，概ね 10 年ごとに大改定が行われ，さらにその大改定の間で小改定がなされてきた。 
同様に，日本建築学会「寒中コンクリート施工指針・同解説」（以下，寒中指針という）は，
1978 年の初版刊行後，JASS5 の規定内容に整合させるとともに，新材料や新技術などへの対応
を図るため，JASS5 の大改定にあわせて改定が行われてきた。 
表 1.2.1 に JASS5 および寒中指針の変遷を示す。JASS5 においては，1953 年（初版）から寒
冷期（打込み後 4 週までに月平均気温約 2～10℃の月を含む期間をいう）と極寒期（打込み後
4 週までに月平均気温約 2℃以下の月を含む期間をいう）とに区分して，使用材料や初期養生な
どに関する規定を設けてきた 6）。 
1965 年における JASS5 大改定では，極寒期を「11 節寒中コンクリート」に規定することと
し，「寒中コンクリートとは，コンクリート打込み後 4 週までの期間の平均予想気温が約 3℃以
下の場合に施工するコンクリート」と定められた。強度上の水セメント比 65％のコンクリート
が標準養生 28 日に対して 25％の強度低下を生じるような積算温度が 370°D･D（平均温度 3.2℃）
であることから，これを規準値として定めたと解説されている 7）。 
一方，当時における寒中コンクリートは，日本の土木学会では 4℃，ACI（American Concrete 
Institute）では 4.5℃（50°F），RILEM（International Union of Laboratories and Experts in Construction 
Materials, Systems and Structures）の寒中コンクリート施工指針では 5℃以下として扱われてお
り，洪悦郎（11 節解説執筆委員）は世界的に共通な規定を踏まえ，積算温度 420°D･D（平均温
度 5℃）を主張したが認められなかった 8）。 
計画調合の定め方においては，気温によるコンクリート強度の補正値を用いる場合と積算温
度方式による方法が規定されており，調合に関する基本的な方針は現行の規準類に引き継がれ
ている。なお，積算温度方式では，積算温度による水セメント比の補正係数αを用いて水セメ
ント比を算出する方法が適用されていた。 
1975 年に大改定された JASS5（第 5 版）9）では，仕様書としての性格を明確にする趣旨から，
記述は簡素明瞭に，内容は必要最小限なものに修正された。そのため，改定前には含められて
いた技術指導的な内容は省略され，別に作る各種の指針がその役割を担うことになった。 
この方針に基づいて，日本建築学会北海道支部の寒中コンクリートワーキンググループ（主
査：洪悦郎）によって原案が作成され，1978 年に「寒中コンクリート施工指針案・同解説」4）
が発刊された。この指針案では，コンクリートの品質の級が高級および常用のコンクリートの
寒中施工に関して，初期凍害を防止するための初期養生と施工管理に対する標準的な施工指針
が示された。 
改定前の JASS5（第 4 版）と比較すると，寒中コンクリートの期間や計画調合などに関する
内容については踏襲されたが，鬼頭 10）11）12），長島 13）らによって加熱保温養生および断熱保温
養生などに関連する内容が整備された。 
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その後，1986 年の JASS5 大改定に対応して，1989 年に寒中指針が改定された。これまでは
工事現場練りコンクリートに対しても考慮された規定となっていたが，北海道では 1960 年か
らレディーミクストコンクリートが普及し，工事現場練りがほとんど行われなくなった。この
環境変化を踏まえ，寒中指針（第 3 版）14）ではレディーミクストコンクリートを用いることを
標準として，規定内容が検討された。 
調合計画では，構造体コンクリートの強度管理材齢を 91 日以内とし，それに対応する気温に
よる強度補正値が示された。また，積算温度方式では，積算温度による水セメントの補正係数
αと設計基準強度からコンクリートの強度補正値を求める方法が定められた。 
1998 年に改定された寒中指針（第 4 版）15）は，1997 年の JASS5 大改定に対応させたもので
ある。この改定で JASS5（第 11 版）16）には耐久設計基準強度，品質基準強度およびΔＦの概
念が導入され，従来の調合計画手法をそのまま適用すると過剰な強度補正を招くことが想定さ
れた。そのため，調合計画を全面的に改定し，品質基準強度と設計基準強度との強度差，およ
び打込みから材齢 28 日までの期間の平均温度をもとに，設計基準強度を材齢 28 日で得るため
の強度補正値が規定された。また，その強度補正値に対応して，打込みから材齢 91 日までに品
質基準強度を確保するための積算温度が示された。 
2009 年の JASS5 の大改定では，旧版の平均予想気温による強度補正値（T 値），ΔＦが削除
され，新たに構造体強度補正値（S 値）が導入された。これは，標準養生供試体の強度と構造体
コンクリート強度との差として定義された 17）。 
2010 年には，JASS5（第 13 版）に整合させるとともに，前回の寒中指針改定後に日本建築学
会北海道支部に設置された「コンクリートの調合設計研究委員会」や「寒中コンクリート施工
調査研究委員会」などの活動成果を踏まえ，現行の寒中指針（第 5 版）5）に改定された。 
この改定では，1）寒中コンクリート工事の適用期間の技術的意味の明確化，2）調合計画手
法の JASS5 との整合化，3）調合計画手法の根拠となる強度増進標準曲線の見直し，4）氷点下
域での積算温度の導入などが行われた。 
寒中コンクリート工事の適用期間に関しては，1965 年から「コンクリート打込み後 4 週まで
の期間の積算温度が 370°D･D（平均温度約 3.2℃）以下の期間」と定義され，2009 年の JASS5
改正までの約 44 年間，踏襲されてきた。しかし，この規準値の根拠となった水セメント比 65％
は近年使用される一般的なコンクリートの水セメント比とは乖離しており，さらに強度低下率
25％に関しても技術的な意味が不明確であった。 
そのため，寒中コンクリート工事の適用期間は，初期凍害防止と低温による強度増進の遅れ
への対応が必要となる期間として変更された。初期凍害対策を講じる必要がある期間を日平均
気温が 4℃以下の期間とし，また強度増進対策が必要な期間をコンクリートの打込み後 91 日ま
での積算温度が 840°D･D を下回る期間として規定した。 
この適用期間の変更によって，施工地域の気象条件に応じて必要となる工事対策の目的が明
確になった。さらに，初期凍害対策のみを対象とする土木分野における規定（日平均気温が 4℃
以下の期間）18）とも整合性が確保された。 
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表 1.2.1  JASS5 および寒中指針の変遷 
年 JASS5 寒中 
指針 主な内容 
1953 初 版  
・「8 節 寒冷期および極寒期のコンクリート施工」（洪悦郎ら） 
・寒冷期：打込み後 4 週までに月平均気温約 2～10℃の月を含む期間 
・極寒期：打込み後 4 週までに月平均気温約 2℃以下の月を含む期間 
1957 第 2 版 
【大改定】  
・コンクリートの調合部分の改定 
1965 第 3 版 
【大改定】  
・極寒期を「11 節 寒中コンクリート」に規定する（洪悦郎） 
・適用期間：打込み後 4 週までの予想平均気温が約 3℃以下（370°DD） 
・調合計画方法 
1）気温によるコンクリート強度の補正値 
2）積算温度方式 
1969 第 4 版  ・JIS A 5308（1968）改定への対応 
1975  第 5 版 【大改定】  
・コンクリートの品質・材料・施工方法の級の設定 
・契約書の一部とする趣旨から簡素明瞭な記述 
1978  初 版 ・初期凍害を防止するための初期養生と施工管理に対する標準的な施工指針
（洪悦郎，長島弘，鬼頭弘一ら） 
1979 第 6 版  ・JIS A 5308（1978）改定への対応 
・呼び強度の用語定義 
1981  第 2 版 ・規定内容の変更なし 
1984 第 7 版  ・化学混和剤の JIS 規格の採用 
1986 第 8 版 
【大改定】  
・品質と耐久性の向上を主目的とする改定（スランプや単位水量の制限など）
・強度管理材齢 28～91 日とする調合計画 
1989  第 3 版 ・レディーミクストコンクリートの使用を標準とする対応 
（洪悦郎，長島弘，鎌田英治，林直樹ら） 
1991 第 9 版  ・建築指導課長通達「アルカリ骨材反応抑制対策に関する指針について」 
・国際単位系（SI）への移行 
1993 第 10 版  ・JIS A 5308（1993）改定への対応 
・高性能 AE 減水剤に関する規定の追加 
1997  第 11 版 【大改定】  
・耐久設計基準強度，品質基準強度，ΔF の導入 
・高強度コンクリートの強度範囲の拡大 
・凍結融解作用を受けるコンクリートの耐凍害性能の 3 区分 
1998  第 4 版 
・調合計画のプロセスの全面的な変更 
・耐寒促進剤，断熱型枠などの新技術への対応 
（鎌田英治，濱幸雄ら） 
2003 第 12 版  ・高強度コンクリートに関する規定の見直し 
2009 第 13 版 
【大改定】  
・構造体強度補正値（S 値）の導入 
・計画供用期間の級に超長期の追加 
2010  第 5 版 
・寒中コンクリート工事の適用期間の変更 
・強度増進曲線と調合計画手法の見直し 
・氷点下温度域の積算温度の導入 
（濱幸雄，桂修，長谷川拓哉，深瀬孝之ら） 
2015 第 14 版  ・コンクリート関連の JIS および関連指針類の改定対応 
2018 第 15 版  
・JIS A 5308（2014）改定対応 
・温度履歴によるせき板の取外し（建設省告示第 110 号）改正対応 
・標準養生供試体を用いた圧縮強度試験（建設省告示第 1102 号）改正対応 
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１．２．２ 温度-時間関数 
コンクリートの強度は材齢とともに増加していくが，温度履歴に大きく影響される。特に低
温環境下で強度の増進が遅れる寒中コンクリート工事では，保温養生の打ち切りや型枠支保工
の取り外しなど，施工上必要となる強度を推定することは極めて重要なものである。そのため，
温度と時間による強度の増進過程に関しては，1940 年代から多くの研究が行われてきた。 
北海道では，1941～1943 年に高橋敏五郎と高橋芳夫によって，施工時からの気温変化とコン
クリート強度の伸びとの関係に関する研究が行われていた。材齢の代わりに温度と材齢の積
（℃・Day）を用いて整理する方が，強度増進曲線が平滑化されることを示している 1）2）。 
イギリスでは 1949 年に Magazine of Concrete Research が発行され，蒸気養生における積算温
度の検討を行った R.W.Nurse によって式（1.1）が提案された 19）。 
これに関して，A.G.A.Saul が蒸気養生に対する積算温度を Maturity と名付けて，その適用性
を 1951 年に発表した 20）。 
その後，Saul の考えに基づいて，Sven G.Bergstrom が積算温度関数として（θ+10）を用いて
強度値を整理することの有用性を 1953 年に示した（式（1.2））21）。 
一方，日本においては，洪悦郎が 1950 年からコンクリートの初期養生の効果などについて時
間温度相乗積（時間-温度面積効果）を用いて整理する方針で研究を進めていた。1957 年に上記
の Saul や Bergstrom の論文を入手し，その手法に基づいて現行 JASS5 に適用されている積算温
度方式として発展させた 3）。 
1956 年には A.Nykanen らによって式（1.3）が提案され 22），この方法は 1962 年に発刊された
RILEM の寒中コンクリート施工指針に採用された。 
R.W.Nurse 
 M = ∑ θ∙∆t  （1.1） 
Sven G.Bergstrom ，A.G.A.Saul, 
 M = ∑ሺθ +10ሻ ∆t  （1.2） 
A.Nykanen 
 M = ∑ሺθ +10ሻ ∆t （θ ≧ 0℃） （1.3） 
 M = ∑ 0.2ሺθ +15ሻ ∆t  （θ ＜ 0℃） （1.4） 
ここに，M：積算温度の考え方による温度-時間関数 
θ：Δt 時間の温度（℃） 
t：硬化時間（日または時） 
氷点下の温度域では強度増進が著しく遅くなり，その傾向は温度が低くなるほど顕著となる。
氷点下の強度増進を表すための温度-時間関数は，上記の A.Nykanen らの方法を含めていくつか
の提案がなされている。 
A.Nykanen らは，式（1.4）に示すように積算温度の基準温度を-15℃とし，それに補正係数 0.2
を乗じて氷点下の積算温度として評価することとした。 
三森らは，積算温度の基準温度を-10℃として補正係数を検討した結果，補正係数を水セメン
ト比によらず 0.2 に固定しても実用上十分な精度で強度が推定できることを示した 23）24）。 
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須藤らの研究成果 25）を受け，谷口 26）らは凍結による水の化学ポテンシャルの低下を考慮し
た積算温度式を提案した（式（1.5））。現行の寒中指針（第 5 版，2010 年）資料 3 では，この氷
点下温度域の積算温度式に基づく強度管理段階での利用方法が示されており，1 日の温度変動
を直線近似によって考慮する方法も提案されている。 
 M= ∑ 10 × expሺ -0.60 × ሺ-θሻ0.74 ሻ ∆t  （θ＜0℃） （1.5） 
ここに，M：積算温度（°D･D） 
θ：Δt 時間の温度（℃） 
t：時間（日または時） 
1977 年には，Hansen ら 27）によって温度と化学反応速度の関係を示す Arrhenius 式を応用す
る方法が提案された（式（1.6））。この方法では，対象とするコンクリートの養生温度が 20℃と
異なる場合に，その温度がセメント水和反応に対してどの程度の促進あるいは遅延を与えるの
かについて，20℃で養生した場合の材齢に換算して表すことになる。この換算した材齢は等価
材齢（Equivalent age）と呼ばれ，CEP-FIP Model Code 199028）に適用されている。 
養生温度が水和反応速度に影響を及ぼす度合いを Arrhenius 式によって重み付けしているた
め，等価材齢では温度による影響を積算温度に比べて大きく評価する。温度 20℃を基準とした
場合の積算温度と等価材齢の関係を図 1.2.1 に示す。 
  te= ෍ exp ൤ 
E
R
 ൬ 1
Ts
 - 1273+T ൰ ൨∆t   
ここに，te：等価材齢（日） 
T：Δt 時間の温度（℃） 
Ts：基準温度（293℃） 
E：見かけの活性化エネルギー（kJ/mol） 
【普通ポルトランドセメントの場合】 
  T ≦ 20℃の時 
E = 33.5 + 1.47 (20-T） 
  T ≧ 20℃の時 
E = 33.5 
R：気体定数（8.314J/mol･K） 
 
図 1.2.1 20℃を基準とする場合における積算温度と等価材齢の関係 
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１．２．３ 温度と強度の関係 
現在までに，温度-時間関数を用いてコンクリートの強度増進過程を表現するための研究が，
数多く行われてきた。その成果は，寒中コンクリート工事の調合計画や施工上必要となる強度
の推定など，実務において広く活用されているところである。 
コンクリートの強度増進過程に適用する回帰曲線には，種々の関数が考えられる。まず，1956
年に，Plowman29）は対数関数を用いて次のような関係式を示した。 
F = A logM + B  （1.7） 
ここに，F：コンクリートの圧縮強度（N/mm2），A，B：定数である。 
Carino ら 30）は，次式の双曲線関数によってコンクリートの強度発現を表した。 
   F = Fu  k ሺt - t0ሻ1 + k ሺt - t0ሻ 
 ここに，F：材齢 t 日におけるコンクリートの圧縮強度（N/mm2），Fu：コンクリートの終局強
度（N/mm2），t0：強度増進が始まるときの材齢（日），k：定数である。 
初期の研究では 2 種類の対数曲線によって強度増進曲線を近似していたが，洪ら 31）は強度
増進の全過程を次式のようなロジスティック曲線によって近似できることを明らかにした。 
  F = F∞1 + expሺ -a×logM + b ሻ 
 ここに，F：コンクリートの圧縮強度（N/mm2），F∞：最終到達強度（N/mm2），M：積算温度
（°D･D），a，b：水セメント比により変化する係数である。 
吉田ら 32）はロジスティック曲線に加えて，次式に示すようなゴンペルツ曲線の適用性を確
認した。なお，ロジスティック曲線は変曲点を中心に左右対称であることに対して，ゴンペル
ツ曲線は左右対称とはならないといった特性の違いがある。 
  F = F∞ exp ቀ -a൫１ M ⁄ ൯b ቁ 
 ここに，F：コンクリートの圧縮強度（N/mm2），F∞：最終到達強度（N/mm2），M：積算温度
（°D･D），a，b：定数である。 
 旧版の寒中指針（第 4 版，1998 年）15）で提案された強度増進曲線は，ロジスティック曲線に
基づいたものであった。各種のセメントに対応しており，任意の積算温度に対する強度推定が
可能となった。一方，実積データと強度増進曲線との関係は初期材齢での乖離が大きく，さら
に低水セメント比になるほどその差が大きくなることが指摘されてきた 33）。 
そこで，谷口ら 34）は高強度域を含む広範囲な強度に対して，高い精度で強度推定が行えるよ
うに曲線の見直しを行い，ゴンペルツ曲線を用いた強度推定式を新たに提案した。この成果は，
現行の寒中指針（第 5 版，2010 年）5）における調合計画の技術的な根拠とされている。 
一方，式（1.11），式（1.12）に示すように，CEP-FIP Model Code 199028）に採用されている強
度推定式には有効材齢（Temperature adjusted concrete age）が指標として用いられている。有効
（1.8）
（1.9）
（1.10）
 8 
材齢は，前述の Arrhenius 式を用いた等価材齢に基づくものであるが，活性化エネルギーと気体
定数にあらかじめ数値を代入することによって簡略化を図ったものである。標準養生 28 日の
圧縮強度を基準として強度増進過程を表す形式となっており，汎用性が高いといわれている 35）。 
   f (𝑡்) = f28 exp ቈ𝑠 ቊ1  െ   ൬
28
𝑡் 𝑡ଵ⁄ ൰
ଵ/ଶ
ቋ቉   
  tT = ෍∆ti exp ൤13.65  -  
4000
273 +  Tሺ∆tiሻ  T0⁄ ൨   
ここに，f (tT)：コンクリートの圧縮強度（N/mm2），f28：標準養生材齢 28 日における圧縮強
度（N/mm2），tT：有効材齢（日），t1＝1，s：セメント種類に応じた係数，Δti：温度が T（℃）
である期間の日数，T0＝1℃である。 
この方法は，日本建築学会「鉄筋コンクリート造建築物の収縮ひび割れ制御設計・施工指針
（案）・同解説」36）において適用されている。ただし，CEP-FIP Model Code に示されている「セ
メント種類に応じた係数」が日本のセメントに適合しないことから，国内の強度データに基づ
いて係数の修正が行われている。 
また，2016 年に改正された建設省告示第 110 号では，せき板の取り外しに関する基準として
従来からの圧縮強度試験による方法などに加えて，有効材齢を用いた強度推定方法が追加され
た。表 1.2.2 には，告示・規準類におけるセメント種類に応じた係数を示す。 
 
表 1.2.2 セメント種類に応じた係数 s 
CEP-FIP Model Code 
 1990 
  鉄筋コンクリート造建
築物の収縮ひび割れ
制御設計・施工指針
建設省告示 
第 110 号 
普通・早強系 0.38  普通ポルトランドセメント 0.31 0.31 
早強高強度系 0.2  早強ポルトランドセメント 0.21 0.21 
低発熱系 0.25  中庸熱ポルトランドセメント 0.60 0.60 
 
 低熱ポルトランドセメント 1.06 1.06 
 高炉セメント 0.54（B 種） 0.54（B，C 種） 
 フライアッシュセメント - 0.58（B，C 種） 
  
（1.11）
（1.12）
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１．３ 本論⽂の構成と概要 
本論文では，寒中コンクリート工事に関するアンケート調査から抽出した課題に対応して，
強度推定方法や養生上屋の熱損出量の計算法を検討するとともに，気候特性を考慮した施工区
分と比較的温暖な地域における調合計画手法の提案を行った。さらに，抽出された課題の解決
策を反映させ，かつ寒中コンクリート工事の施工計画を簡便で合理的に実施するための支援シ
ステムの開発を行った。図 1.3.1 に本論文の構成を示し，以下に各章の概要について述べる。 
第 1 章は本研究の序論であり，研究の背景と目的，関連する既往研究および本論文の構成を
示す。 
第 2 章では，北海道，東北，北関東，中部，北陸，近畿に所在するレディーミクストコンク
リート工場および施工者を対象としたアンケート調査から，寒中コンクリート工事の実態と課
題を整理した。その結果，調合計画や強度推定に関する実施頻度や方法などには，地域によっ
て大きな差異が認められた。また，構造体コンクリートの強度管理方法，加熱養生時の温度差
異，調合計画方法の適用範囲に関して，課題が存在していることを明らかにした。 
 
図 1.3.1 本論⽂の構成 
第４章 
養生上屋の熱損出量 
第７章 
総 括 
第２章 
寒中コンクリート工事の実態と課題 
第１章 
序 論 
第６章 
施工計画支援システムの開発 
第３章 
構造体コンクリートの強度推定方法 
第５章 
寒中コンクリート工事に影響する気候特性
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第 3 章では，せき板の取り外しに関する強度管理方法として，コンクリート部材の温度履歴
に基づいて強度を推定する方法を検討した。 
従来から，せき板の取り外しの時期は現場養生した供試体の圧縮強度試験によって決定され
ることが多い。しかし，コンクリート部材と供試体との温度履歴は部材寸法や供試体の保管場
所の温度環境などによって相違し，圧縮強度試験では適切な判定ができない場合が生じる。特
に寒中コンクリート工事では，初期凍害防止や低温環境下での工程管理の観点から厳密に強度
管理を実施する必要がある。このような強度管理上の課題に対して，部材の温度履歴に基づい
て強度を推定する方法は，コンクリート部材の強度発現性を合理的かつ適正に評価できる手法
として期待される。 
そこで，建設省告示第 110 号（2016 年 3 月改正）に規定される有効材齢方式，寒中指針に示
される積算温度方式の２つの強度推定方法に関する適用性を検討した。その結果，普通ポルト
ランドセメントに関しては両者ともに適用性が高いことが確認された。一方，フライアッシュ
セメント B 種では積算温度方式の適用性は認められるものの，推定方法による差異は大きく，
混和材料の種類や置換率などによる影響を考慮する必要があることを示した。 
第 4 章では，第 2 章で示された加熱養生における計画と実績との温度差異に関して，その要
因を明らかにするため，現行の寒中指針における加熱養生時の熱量計算法を検証した。特に換
気回数を決定するための基準換気回数と補正係数は，寒中指針第 1 版（1978 年）から現行の第
5 版（2010 年）に踏襲されており，その間見直しがなされていない状況にあった。 
検証の結果，基準換気回数は養生床面積が 100m2 以下の場合に検証結果と乖離する傾向を示
すが，その他の範囲においては概ね整合することが確認できた。また，各種の補正係数につい
ては，囲み材の一重・二重による補正係数に修正を要することが明らかになった。 
その他，外気温の設定時の留意点，上屋材料の熱貫流率および基準換気回数の安全率による
影響度などを示した。 
第 5 章では，第 2 章で示された寒中コンクリート工事の実施状況に関する地域差を把握する
ため，気象庁の地域気象観測システムにおいて気温を観測する 891 地点の日別平年値（統計期
間 1981～2010 年）を用いて，寒中コンクリート工事に影響する気候特性を整理した。 
その結果，材齢 91 日までの積算温度の年間最小値と日平均気温や材齢 28 日までの平均温度
の年間最小値との関係には相関性が認められ，これらの指標などを用いて寒中コンクリート工
事に関する気候特性を 3 タイプに分類することを提案した。併せて，比較的軽微な施工対応で
寒中コンクリート工事が行える地域の調合計画手法について検討した。  
第 6 章では，第 3 章から第 5 章における成果を反映させるとともに，調合計画，養生計画お
よび強度推定に関連する計算を適正に実施するためのツールとして提供するため，施工計画支
援システムを検討した。 
第 7 章は総括であり，本研究で得られた成果を要約するとともに，今後の課題について述べ
る。  
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第２章  寒中コンクリート⼯事の実態と課題 
 
２．１ はじめに 
寒中コンクリート工事の技術的な対応を網羅した，日本建築学会「寒中コンクリート施工指
針・同解説」1）（以下，寒中指針という）は，同学会「建築工事標準仕様書・同解説 JASS5 鉄
筋コンクリート工事」2）（以下，JASS5 という）との整合性を図りながら，ほぼ 10 年ごとに改
定が行われてきた。 
直近の 2010 年の改定では，寒中コンクリート工事の適用期間，調合計画手法および氷点下域
の積算温度などが変更された。これらの改定点に伴う実務への影響に加えて，近年における高
強度コンクリートやマスコンクリートの増加，仮設資材の進歩に伴う養生形式の合理化などの
寒中コンクリート工事を取巻く環境の変化から，その実態を把握する重要性が高まってきた。 
そこで，日本建築学会北海道支部では，寒中コンクリート新技術調査委員会（活動期間：2017
～2018 年度）を設置して，寒中コンクリート工事に係わる技術の適用状況や課題などを明らか
にし，寒中指針の充実化に向けた活動を行うこととした。その活動の一環として，2017 年度に
は著者らが中心となって，寒中コンクリート工事の実態を把握することを目的としたアンケー
ト調査を実施した。この調査では，北海道と東北地方に加えて，中部地方や北陸地方などに調
査範囲を拡大し，これらの地域に所在するレディーミクストコンクリート工場（以下，製造者
という）と施工者にアンケート調査を実施した。 
本章では，アンケート調査から得られた主要な結果を示すとともに，寒中コンクリート工事
の実態と課題について整理する。 
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２．２ アンケート調査の概要 
２．２．１ 調査内容 
寒中コンクリート工事が適用される主な地域に所在する，製造者 806 工場（全国生コンクリ
ート工業組合連合会会員）および施工者 293 事業所（日本建設業連合会会員企業 200 事業所、
地場施工業者 93 事業所）を対象に，2018 年 1 月下旬から 2 月上旬にアンケート調査を実施し
た。施工者に関しては，本支店などの管理部門に加えて，2017 年度に寒中コンクリート工事が
行われた作業所に所属する技術者を対象とした。 
表 2.2.1 に回答者別の調査項目および回答形式を示す。主な調査項目としては，寒中コンクリ
ート工事における調合計画と強度推定の実施頻度と方法，温度管理方法，寒中指針の利用度と
評価，新しい技術の適用状況などとした。なお，調査項目数は製造者 24，施工者（管理部門）
29，施工者（作業所）36 であった。 
調査方法は，回答者が調査票の電子データをウェブサイトから入手し，回答後の調査票を回
収用のメールアドレスに送信する方法とした。 
 
２．２．２ 調査対象数と回答数 
表 2.2.2 に回答者が所属する組織の所在地別の回答数などを示す。製造者，施工者（管理部
門）および施工者（作業所）に対する回答数は，それぞれ 349 件（回答率 43％），42 件（回答
率 14％），67 件（回答率不明）であり，総計 458 件の回答が得られた。 
寒中コンクリート工事の適用状況は各地域の気象特性 3）に影響されることが考えられるため，
北海道，東北，北関東，中部，北陸および近畿の 6 地域に区分して調査結果を整理することと
した。ただし，中部地方における作業所の回答数は 3 件と少数であることから，参考値として
取り扱うこととする。 
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分 類 調 査 項 目 製造者 
施工者 
管理部門 
施工者
作業所
回答者の属性
など 
本社所在地 - △ △ 
企業規模（従業員数） - 〇 〇 
所属組織（工場）の所在地 △ △ △ 
工事の発注者区分（民間、民間以外） - - 〇 
2017 年度の寒中コンクリート工事の適用物件数（計 300m3 以上） 〇 〇 - 
寒中コンクリート工事の予定数量 - - 〇 
回答者の寒中コンクリートの施工経験 - 〇 〇 
回答者の寒中コンクリートの理解度 〇 〇 〇 
調合計画 
回答者の所属組織で調合計画を算定する頻度 〇 〇 - 
調合計画算定の実施者 - - 〇 
回答「頻度なし」以外：調合計画時に主に適用する図書 〇 〇 〇 
回答「頻度なし」以外：調合計画方法の利用頻度（採用した方法） 〇 〇 〇 
回答「頻度なし」以外：最も多く採用する調合計画方法 〇 〇 〇 
回答「頻度なし」以外：最も多く採用する調合計画方法の選定理由 ◎ ◎ ◎ 
養生計画 
回答者の所属組織で加熱養生を算定する頻度 - 〇 - 
加熱養生算定の実施者 - - 〇 
回答「頻度なし」以外：加熱養生時に、寒中指針を利用する頻度 - 〇 〇 
養 生・ 
品質管理 
温度測定の実施有無 - - 〇 
回答「温度測定あり」：温度測定機器の種類 - - ◎ 
回答「温度測定あり」：温度測定位置 - - ◎ 
回答「温度測定あり」：加熱養生時の計画温度と実績温度の差異 - 〇 〇 
現場養生供試体の目的 - - ◎ 
寒中適用時期における供試体の工場保管の頻度 〇 - - 
現場養生供試体の養生種別 - - ◎ 
現場養生供試体の保管場所 - - ◎ 
強度推定 
強度確保確認の実施有無 - - 〇 
強度推定を行う頻度 〇 〇 - 
回答「強度推定あり」：推定方法の利用頻度（採用した方法） 〇 〇 〇 
氷点下温度域の積算温度の評価方法 ◎ ◎ ◎ 
寒中指針 
寒中指針の利用度 〇 〇 〇 
回答「利用なし」以外：指針に対する評価 〇 〇 〇 
回答「利用なし」以外：指針に関する問題点・要望 △ △ △ 
新技術 
など 
耐寒促進剤の利用度 〇 〇 〇 
施工時の初期凍害の発生有無，判定・処置などに関する支援有無 〇 〇 〇 
回答「あり」：判定方法や処置の概要 △ △ △ 
高強度コンクリート，中庸熱セメント使用の施工（製造）実績 ◎ ◎ ◎ 
回答「実績あり」：調合計画や強度管理などの問題点など △ △ △ 
温度履歴によるせき板の除去方法（告示第 110 号） 〇 〇 〇 
回答「告示既知」：告示第 110 号の適用有無 〇 〇 〇 
寒中コンクリート工事に関連する新しい技術の採用有無 〇 〇 〇 
回答「採用あり」：採用した技術の概要 △ △ △ 
寒中コンクリート用計算ソフトの利用経験の有無 〇 〇 〇 
回答「利用あり」：ソフトの種類 ◎ ◎ ◎ 
 
表 2.2.1 回答者別の調査項⽬および回答形式 
〇：単一回答，◎：複数回答，△：記入回答
表 2.2.2 アンケート調査の対象数と回答数 
 
北海道 東北地方 北関東地方 中部地方 北陸地方 近畿地方  
回
答
数 
対
象
数 
回
答
率 
北
海
道 
青
森
県 
秋
田
県 
岩
手
県 
山
形
県 
宮
城
県 
福
島
県 
茨
城
県 
栃
木
県 
群
馬
県 
長
野
県 
山
梨
県 
岐
阜
県 
愛
知
県 
新
潟
県 
富
山
県 
石
川
県 
福
井
県 
滋
賀
県 
奈
良
県 
京
都
府 
製造者 84 17 11 21 16 37 13 5 8 13 25 2 0 0 28 6 16 19 16 5 5 2 349 806 43％
施工者 
（管理部門） 18 0 0 1 0 7 0 - - - 1 1 0 4 6 1 2 1 - - - 0 42 293 14％
施工者 
（作業所） 35 2 0 3 1 5 2 - - - 0 1 1 1 9 2 4 1 - - - 0 67 不明 不明
回答者 
所属組織 
所在地 
所在地不明
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２．３ アンケート調査の結果 
２．３．１ 回答者の属性 
図 2.3.1 に所属組織別および所属組織の所在地別の回答比率を示す。また，施工者に関して
は，所属企業の従業員数別の回答比率を図 2.3.2 に示す。 
製造者からの回答は全体の約 75％を占めており，施工者に比べて各地方からの回答が得られ
た状況にある。所属組織の所在地に関しては，北海道，東北地方および北陸地方が約 80％を占
める。また，施工者の従業員数は，「1,000 人超え」（45％）が最も多く，次いで「301～1,000 人
以下」（28％），「101～300 人以下」（18％）であり，これらを合わせると約 90％を占める。 
図 2.3.3 に，製造者と施工者（管理部門）回答による，所属組織における寒中コンクリート工
事の適用物件数（2017 年度内に実施するコンクリート数量 300m3 以上の建築工事を対象とす
る）を示す。また，図 2.3.4 に回答者の自己評価による寒中コンクリート工事に関する理解度を
示す。 
製造者回答において，北海道，東北および中部地方では 1 件以上の物件を保有するとの回答
が 60％以上であるが，北関東，北陸および近畿地方では「物件なし」との回答が過半数を占め
る。 
 
 
図 2.3.1 所属組織別および所属組織の所在地別の回答⽐率 
製造者
349
施工者（管理部門）
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図 2.3.2 施⼯者における従業員数別の回答⽐率 
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回答者の理解度に関しては，「理解していない」がわずかに含まれているが，全体的に見ると
「おおむね理解している」「普通」が大半を占める。地域別では，製造者，施工者ともに他の地
域に比べて北海道と東北地方では「よく理解している」「おおむね理解している」に対する回答
比率が高い傾向を示す。 
 
２．３．２ 調合計画 
（１）所属組織における調合計画に関連する計算の実施頻度 
製造者と施工者（管理部門）回答による，所属組織で調合計画に関連する計算が実施される
頻度を図 2.3.5 に示す。「少ない」「非常に少ない」「実施なし」に該当する回答が半数以上を占
め，全地域ともにその実施頻度は低い。そのなかで，実施頻度が比較的高い傾向を示したもの
は，製造者回答での北海道と中部地方，施工者（管理部門）回答での東北地方である。 
なお，図 2.3.6 に示すように，施工者（作業所）回答では関連計算は作業所技術者または製造
者が実施することが多く，施工者（管理部門）が関与する頻度は低い傾向がみられた。 
 
 
図 2.3.3 寒中コンクリート⼯事の適⽤物件数 
（数字：回答数）
（数字：回答数）
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図 2.3.4 寒中コンクリート⼯事の理解度 
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（２）調合計画方法 
図 2.3.7 は，製造者回答における 6 種類の調合計画方法の利用度を地域別に示したものであ
る。ここで，「JASS5 による方法」は材齢 28 日までの予想平均気温に応じて構造体強度補正値
を定める方法である。また，「積算温度による方法」は寒中コンクリート工事における標準的な
方法であり，積算温度から構造体強度補正値を定める方法をいう。 
北海道では「積算温度による方法」の利用度が最も高く，「非常に多い」（19％），「多い」（35％）
を合せると過半数を占める。次いで，「JASS5 による方法」と「標準曲線（平均的）」が比較的
よく利用されることがわかる。東北地方では「JASS5 による方法」の利用度が高く，「非常に多
い」「多い」が約 60％を占める。「JASS5 による方法」に関しては，関東，中部，北陸および近
畿地方でその利用度はさらに高くなり，「非常に多い」「多い」の回答がほとんどである。なお，
これらの地域において「積算温度による方法」は利用されるものの，その利用度は極めて低い。 
図 2.3.8 に最も多く採用する調合計画方法を示す。製造者回答では，調合計画方法の利用度
（図 2.3.7）と同様の傾向が認められる。施工者（管理部門および作業所）の回答では，北海道
では「積算温度による方法」，東北地方では「JASS5 による方法」と「積算温度による方法」，
北海道と東北地方以外では「JASS5 による方法」と「工場の実績などによる強度増進曲線」が
利用される。 
各地域で主に利用される調合計画方法には大きな差異が認められる。その要因として、
「JASS5 による方法」は材齢 28 日までの予想平均気温が 0℃以上の場合に制限されており、こ
の条件が満足できない場合には「積算温度による方法」を採用することが想定される。各地域
の気象条件から定められる材齢 28 日までの平均温度が、調合計画方法を選択する際の分岐条
件であると考えられる。 
（３）調合計画の適用図書 
図 2.3.9 に調合計画に関連する計算を実施する際に適用する図書を示す。北海道では「寒中指
針」，東北地域では「JASS5」と「寒中指針」，これらの地域以外では「JASS5」と「公共建築工
事標準仕様書」が適用される傾向がみられ，採用する調合計画方法に応じて指針類を参照する
ことが伺える。 
 
２．３．３ 強度推定 
（１）所属組織における強度推定の実施頻度 
図 2.3.10 に回答者の所属組織において強度推定が実施される頻度を示す。製造者と施工者（管
理部門）ともに，北海道と東北地方を除く地域では「実施なし」が大多数を占める。一方，調
合計画と同様に北海道の製造者と東北地方の施工者（管理部門）での実施頻度が高く，特に北
海道の製造者では「非常に多い」「多い」との回答が約 35％に達する。 
（２）強度推定方法 
製造者回答による，各地域における 5 種類の強度推定方法の利用度を図 2.3.11 に示す。北海
道では「標準曲線（平均的）」と「標準曲線（安全側）」、北海道以外の地域では「工場実績など
による強度増進曲線」の利用度が高い。特に北海道における「標準曲線（平均的）」の利用
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度が高く、「非常に多い」（10％）と「多い」（39％）がほぼ半数を占める。 
調合計画方法として「JASS5 による方法」を適用する場合、一般的には設計基準強度が得ら
れる材齢を 28 日とすることから、強度推定によってこの材齢を確認する必要性は低い。一方、
「積算温度による方法」では、初期強度や設計基準強度が得られる材齢は工程を考慮した任意
の材齢として計画するため、実施段階での検証が必要となる。したがって、強度推定において
も調合計画と同様に地域によって差異が生じているものと考えられる。 
図 2.3.7 調合計画⽅法の利⽤度（製造者回答） 
（数字：回答数）
（数字：回答数）
■非常に多い ■多い ■どちらともいえない 
■少ない ■非常に少ない ■なし 
図 2.3.8 最も多く採⽤する調合計画⽅法（全回答） 
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方法 3）：標準曲線（安全側）を利用する方法【寒中指針 資料 3】 
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図 2.3.9 調合計画の適⽤図書（全回答） 
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■寒中指針 ■JASS5 ■標準仕様書 ■その他
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（３）氷点下域に対する積算温度の評価方法 
図 2.3.12 に氷点下域に対する積算温度の算定方法を示す。北海道を除く地域では「通常の算
定方法」が大多数であるが、北海道では「通常の算定方法」のほかに「低減する算定方法」が
採用されることが確認できる。「低減する算定方法」は現行の寒中指針に新たに導入されたもの
であり、寒中指針の利用頻度が高い北海道において普及したものと考えられる。 
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図 2.3.11 強度推定⽅法の利⽤度（製造者回答） 
（数字：回答数）
■非常に多い ■多い ■どちらともいえない ■少ない ■非常に少ない ■なし
強度推定方法 
方法 1）：積算温度の実績値と計画値を比較する方法 
方法 2）：標準曲線（安全側）を利用する方法【寒中指針 資料 3】 
方法 3）：標準曲線（平均的）を利用する方法【寒中指針 資料 3】 
方法 4）：工場の実績や強度試験結果から定めた強度増進曲線を利用する方法 
方法 5）：その他の方法 
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２．３．４ 養⽣計画 
施工者（作業所）回答による，加熱養生計画における熱量計算の実施者を図 2.3.13 に示す。
また，施工者（管理部門および作業所）回答による，寒中指針に示される熱量計算方法の利用
度を図 2.3.14 に示す。 
すべての地域において，熱量計算は「作業所技術者」による実施がほとんどであり，管理部
門などが関与することは少ない。熱量計算方法の利用度に関しては，北海道が最も高く，「非常
に多い」が 47％であり，「多い」と合せると約 90％を占める。一方，中部・北陸地方では，加
熱養生の実施自体が少なく，その計算方法の利用度は低い。 
 
２．３．５ 品質管理 
（１）温度管理 
作業所回答による，コンクリートの温度管理に用いる計測器を図 2.3.15 に，計測部位を図
2.3.16 に示す。温度計測機器としては，「電子式温度計」の採用が多く，「アナログ式温度計」
と「アナログ式自記温度計」が採用されることは少ない。また，各地域ともに「上屋内部」「外
部」「床」の 3 箇所を温度計測対象とすることが多い。 
図 2.3.17 に，施工者（管理部門および作業所）回答による，加熱養生における計画温度と実
績温度との差異を示す。加熱養生時の温度差に関して、北海道では「計画値に比べ実績値の方
が 5～10℃位高い」，東北地域では「ほぼ同じ」が，両者ともに 60％程度を占めており，地域に
よって温度差に対する認識が異なることがわかる。 
（２）強度管理 
作業所回答による，寒中コンクリート工事の適用期間中に作成する現場養生供試体の目的，
養生種別および保管場所を図 2.3.18～2.3.20 に示す。 
現場養生供試体は各地域ともに，「初期養生の打切り」「せき板の取外し」「支保工の取外し」
および「構造体コンクリート強度の確認」を目的とすることが多い。その養生種別は「封かん
養生」が大多数であるが、北海道以外の地域では「水中養生」も採用される。また，極めて少
数ではあるが，「簡易断熱養生」が利用されることも確認できる。 
現場養生供試体の保管場所は、北海道では「施工階」、北海道以外では「工事敷地内の建物外
部」が過半数を占める。また，「工事敷地外の建物外部」での保管も少数ながら存在する。供試
体の養生方法は構造体コンクリートの温度条件に近い現場封かん養生が原則であるにもかかわ
らず，これに適合しない方法によって強度管理が実施されている可能性が示される。 
図 2.3.12 氷点下域に対する積算温度の評価⽅法（複数選択，全回答） 
（数字：回答数）
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■その他 
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２．３．６ 寒中指針の利⽤度および評価 
図 2.3.21 に寒中コンクリート工事に対応する際の寒中指針の利用度を示す。北海道と東北地
方における利用度が高い傾向を示し，特に施工者（管理部門）回答では「非常に多い」「多い」
が 80％前後を占める。一方，これらの地域以外では利用度は低く，「利用しない」「非常に少な
い」が 60％を超える。 
（数字：回答数）
図 2.3.13 熱量計算の実施者（作業所回答） 
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図 2.3.14 寒中指針の熱量計算の利⽤度（施⼯者回答）
■電子式温度計 ■アナログ式温度計 ■アナログ式自記温度計 
■その他 
■上屋内部 ■外部 ■壁 ■柱 ■梁 ■床 ■その他 
■10℃以上高い ■5～10℃位高い ■ほぼ同じ 
■5～10℃位低い ■10℃以上低い ■わからない
図 2.3.15 温度計測機器（複数選択，作業所回答） 
図 2.3.16 温度計測部位（複数選択，作業所回答） 
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図 2.3.17 加熱養⽣時の温度差（施⼯者回答） 
■施工階 ■施工階以外の建物内部 ■建物外部（敷地内） 
■建物外部（敷地外） ■その他 
■封かん ■水中 ■気中 ■温度追従■簡易断熱
■その他 
■初期養生打切り ■継続養生打切り ■せき板取外し 
■支保工除去 ■構造体強度 ■予備用 ■その他 
図 2.3.20 現場供試体の保管場所（複数選択，作業所回答）
図 2.3.19 供試体の養⽣種別（複数選択，作業所回答） 
図 2.3.18 現場供試体の⽬的（複数選択，作業所回答）
（数字：回答数）
（数字：回答数）
（数字：回答数）
（数字：回答数）
（数字：回答数）
（数字：回答数）
（数字：回答数）
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図 2.3.22に寒中指針に対する評価を示す。すべての評価項目に共通して，「普通」が 50～60％，
「良い」が 30％程度に対して，「非常に悪い」「悪い」との回答が 5％程度であることから，比
較的良好な評価であるといえる。 
 
２．３．７ 寒中コンクリート⼯事における新しい技術の採⽤など 
図 2.3.23 に，中庸熱セメントを使用したコンクリートと高強度コンクリートに関する製造ま
たは施工実績の有無を示す。北海道と北陸地方での実績が多いが，これら以外の地域において
も少数ながら実績が存在する。特に，北海道では高強度コンクリートに関して「実績あり」と
の回答が約 20％を占める。 
図 2.3.24 に耐寒促進剤の利用度を示す。耐寒促進剤の利用度は北陸と近畿地方で低く，関東
と中部地方で高い傾向がある。 
図 2.3.25 に新しい技術の採用有無，計算ソフトの利用経験などを示す。新しい技術の採用実
績は 12 件であり，極めて少ない。その主な内容としては，耐寒促進剤，ユニット式養生上屋，
サーモ付加熱設備，インターネット利用による採暖温度確認である。 
コンクリートの温度履歴をもとにせき板の取外しが可能となった，旧建設省告示第 110 号の
改正（2016 年 3 月）に関して，「知っている」との回答は 16％であり，その認知度は低い。 
また，寒中コンクリート工事に関連する計算ソフトの利用経験は，全回答者平均では 28％で
あるが，図 2.3.26 に示すように北海道と東北地方での利用度については他の地域に比べて高い
傾向がみられる。 
  
図 2.3.21 寒中指針の利⽤度（全回答） 
（数字：回答数）
（数字：回答数）
■非常に多い ■多い ■どちらともいえない 
■少ない ■非常に少ない ■なし 
図 2.3.22 寒中指針の評価（全回答） 
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２．４ 寒中コンクリート⼯事における課題 
本調査の結果を踏まえ，寒中コンクリート工事における課題について考察する。 
（１）適用条件のうち日平均気温 4℃以下のみに該当する場合の調合計画 
本調査では，寒中コンクリート工事の計画・管理方法，指針の利用度などは地域によって異
なる傾向を示すことが確認された。表 2.4.1 に示すように，代表的な全国気象官署の地点におけ
る 1981 年から 2010 年までの気象統計値に基づく適用日数，日最低気温，適用条件別の期間お
よび材齢 28 日までの予想平均気温が 0℃未満となる期間は大きく異なる。工事での対応は施工
時期の気象条件に応じて決定されることから，その実施内容には地域差が生じることになる。 
調合計画方法に関しては，「JASS5 の方法」が北海道以外の地域において広範囲に利用される
ことが確認された。この方法では，寒中コンクリート工事の適用条件のうち日平均気温 4℃以
下のみに該当する場合には，材齢 28 日までの予想平均気温から構造体強度補正値（3 または
6N/mm2）を簡便に決定することができる。しかし，材齢 28 日までの予想平均気温が 0℃以上
に制限されているため，一部の地域においては適用できない期間が存在する。 
本調査における寒中指針に対する要望には，「材齢 28 日までの予想平均気温に応じて構造体
強度補正値 9N/mm2 を採用したい」との回答が含まれており，その妥当性を検討することが必
要である。 
（２）加熱養生時の温度差異 
加熱養生における計画と実績の温度差異に関しては，本調査（図 2.3.17）と同様に過去の調
査 4）からも，計画温度に対して実績温度が高くなると施工者に認識されていることが示されて
いる。また，図 2.4.1 に示すように，北海道内の実施工現場において計測した躯体温度と計画養
生温度の関係からも，実績温度が高くなる傾向が確認できる 5），6）。 
  
図 2.3.23 製造または施⼯実績の有無（全回答） 
（数字：回答数）
（数字：回答数）
■中庸熱のみ ■高強度のみ ■両方実績あり■両方実績なし 
図 2.3.24 耐寒促進剤の利⽤度（全回答） 
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図 2.3.25 新しい技術の採⽤実績など（全回答） 
ある，12
知っている，72
ある，127
ない，433
知らない，380
ない，320
0% 20% 40% 60% 80% 100%
新しい技術
採用有無
告示110号
の改正
計算ソフト
利用経験
回答比率
あり, 93
27
1
6
ない, 41
109
26
34
84
26
0% 20% 40% 60% 80% 100%
北海道
東 北
北関東
中 部
北 陸
近 畿
回答比率
図 2.3.26 計算ソフトの利⽤度（全回答） 
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これらの結果を踏まえ，以下に加熱養生に関連する課題を記載する。 
1）計画段階では寒波を考慮して日平均気温の平年値から 4℃低い平均気温を想定する。本来，
施工直前の気象予報に基づいて想定気温との相違を確認することが基本となるが，実務では実
行されていない可能性が高く，実績温度を上昇させる要因となる。寒中指針の運用上の課題と
して捉え，適用条件などの明確化を図ることが必要である。 
2）現行の寒中指針における熱損失量の算定手法，被覆材料の熱貫流率や安全率などは 1978 年
の指針発刊時の内容が踏襲されおり，40 年間以上も大きな見直しがなされていない。そのため，
これらの妥当性について再検証する必要がある。 
 
 
 
 
 
地 名 
適用日数 
（日） 
最低温度 
（℃） 
10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 4 月 
北海道 
旭 川 182 -13.5 
 
 
                    
                     
                     
札 幌 161 -7.5 
                     
                     
                     
函 館 141 -6.8 
                     
                     
                     
東 北 
青 森 131 -4.5 
                     
                     
                     
盛 岡 131 -6.2 
                     
                     
                     
仙 台 90 -2.2 
                     
                     
                     
関 東 
水 戸 62 -2.5 
                     
                     
                     
前 橋 51 -1.2 
                     
                     
                     
中 部 
長 野 110 -4.8 
                     
                     
                     
甲 府 52 -2.6 
                     
                     
                     
北 陸 
新 潟 80 -0.4 
                     
                     
                     
福 井 59 -0.3 
                     
                     
                     
近 畿 
彦 根 51 0.2 
                     
                     
                     
奈 良 31 -0.7 
                     
                     
                     
 ：寒中コンクリート工事の適用条件①：日平均気温が 4℃以下の期間
：寒中コンクリート工事の適用条件②：材齢 91 日までの積算温度が 840°D･D 未満の期間 
：材齢 28 日までの平均気温が 0℃未満の期間 
表 2.4.1 代表的な全国気象官署の地点における適⽤期間と温度条件 
図 2.4.1 加熱養⽣期間中の躯体温度と計画養⽣温度 5),6) 
測定現場 
躯
体
温
度
（℃
） 
気象庁平年値（1981 年～2010 年）
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（３）構造体コンクリートの強度管理 
本調査（図 2.3.20）では現場養生供試体の施工階以外での保管が確認されたが，構造体コン
クリートの強度を推定するための供試体は構造体と同等の温度条件で保管することが原則であ
る。 
特に，寒中コンクリート工事では保温養生を行うことが多く，構造体は外気温とは異なる温
度環境となる。そのため，供試体保管場所の温度環境，供試体のキャッピング作業に伴う施工
場所からの持ち出しによって，供試体と構造体コンクリートとの温度履歴が異なるといった問
題が生じる。 
2016 年に改正された旧建設省告示第 110 号では，せき板の取外しに必要な強度に関して，供
試体を用いた圧縮強度試験を実施しなくとも，構造体の温度履歴を用いた推定強度によって判
定することが可能となった。供試体保管に係わる問題を解消する方法として，この告示の適用
など，寒中コンクリート工事における適正かつ合理的な強度管理方法を検討する必要がある。 
（４）高強度コンクリート 
寒中コンクリート工事における高強度コンクリートの実績が多数確認された（図 2.3.23）。し
かし，現行の寒中指針において高強度コンクリートは適用除外とすることができるとされ，高
強度コンクリートに関する技術的な対応は網羅されていない。高強度コンクリートの普及度を
考慮すると，初期強度や設計基準強度に対する推定方法および強度試験の判定方法に関する内
容を補完する必要がある。 
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２．５ 第２章の結論 
製造者と施工者を対象とした寒中コンクリート工事に関するアンケート調査の結果から，以
下に示すような実態と課題が明らかになった。 
 
（１） 調合計画の関連計算や強度推定に関する実施頻度，各種算定方法の利用度と適用指針，
寒中指針の利用度などは，地域によって大きな差異が認められる。 
（２） 調合計画方法として，北海道では「積算温度による方法」，東北地方では「JASS5 によ
る方法」と「積算温度による方法」，これらの地域以外では「JASS5 による方法」が主に
採用される。 
（３） 強度推定方法に関しては，北海道では「標準曲線（平均的）」と「標準曲線（安全側）」，
北海道以外の地域では「工場実績などによる強度増進曲線」の利用度が高い。 
（４） 加熱養生時における計画温度と実績温度の差は，北海道では「実績値の方が 5～10℃位
高い」，東北地方では「ほぼ同じ」と認識される傾向が強い。 
（５） 寒中指針の利用度は北海道と東北地方で高く，その評価に関しては「普通」と「良い」
が大多数を占めるが，有益性に比べてわかりやすさに対する評価が低い。 
（６） 本調査の結果を踏まえ，寒中コンクリート工事の課題として，調合計画方法の適用範囲，
加熱養生時の温度差異，構造体の強度管理方法，高強度コンクリートへの対応が考えられ
る。 
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第３章  構造体コンクリートの強度推定⽅法 
 
３．１ はじめに 
寒中コンクリート工事では，初期凍害防止や低温環境下での工程管理の観点から，通常期に
比べて厳密な強度管理が要求される。そのため，従来から積算温度を用いた強度推定方法（以
下，積算温度方式という）を用いて，初期養生の打ち切りや支保工の除去を判断するための強
度試験の実施時期が検討されてきた。この積算温度方式は 1960 年代から洪ら 1）によって体系
化されたものであるが，近年の研究成果 2），3）をもとに見直しが行われ，日本建築学会「寒中コ
ンクリート施工指針・同解説」4）（以下，寒中指針という）における技術的な根拠として取り纏
められている。 
実際のコンクリート工事では，現場養生した供試体の圧縮強度試験によってせき板の存置期
間が決定されることが多い。したがって，この供試体は構造体コンクリートと同等の温度条件
で保管される必要がある。 
一方，第 2 章「寒中コンクリート工事の実態と課題」で述べたように，アンケート調査では
現場養生供試体を施工階以外で保管される事例が確認された。また，供試体はキャッピング作
業に伴い施工場所から数日間持ち出されることが一般的に行われていること，供試体に比べて
構造体の硬化初期における温度上昇量が大きいことを考えると，供試体と構造体コンクリート
との温度履歴は異なることが想定される。そのため，圧縮強度試験では構造体コンクリート強
度を適切に判定できない可能性が高い。 
2016 年 3 月に，建築基準法施行令第 76 条「型わく及び支柱の除去」の技術的基準となる「建
設省告示第 110 号」（以下，告示第 110 号という）が改正された。この改正では，せき板の取り
外しに関する基準として，平均気温に応じた存置日数および圧縮強度試験による方法に加えて，
有効材齢を用いた強度推定方法（以下，有効材齢方式という）が追加された。また，有効材齢
方式の具体的な運用に関する管理要領 5）が示された。 
この改正によって，圧縮強度試験によらず，構造体の温度履歴から推定した強度を用いてせ
き板の取り外しに関する判定が可能となった。前述したような強度管理上の課題に対して，構
造体コンクリートの温度履歴に基づいて強度を推定する方法は，コンクリート部材の強度発現
性を合理的かつ適正に評価できる手法として実施工での活用が期待される。 
本章では，有効材齢方式と積算温度方式との強度推定結果を比較するとともに，せき板の取
り外しに関する強度管理手法としての適用性について検討する。なお，告示 110 号では，有効
材齢方式以外にも，せき板の取り外しに関する基準として適切な研究的裏付けのあるものは、
適用することができるとされている。 
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３．２ 圧縮強度の推定⽅法  
３．２．１ 有効材齢⽅式 
有効材齢方式は，コンクリートの温度履歴から式（3.2）によって有効材齢を求め，式（3.1）
によって圧縮強度を算出する方法である。告示第 110 号ではせき板を取り外すために必要な圧
縮強度の推定に用いることとし，その対象は「基礎，梁側，柱および壁」，「版下および梁下」
に対して，それぞれ 5N/mm2 および設計基準強度の 50％である。 
 
 
 
 
ここに，fcte：コンクリートの圧縮強度（N/mm2） 
s：セメントの種類に応じて，表 3.2.1 に掲げる数値 
te：コンクリートの有効材齢（日） 
 
 
 
Δti：(i-1)回目の測定から i 回目の測定までの期間（時間） 
Ti：i 回目の測定により得られたコンクリートの温度（℃） 
T0’：1（無次元化のための係数）（℃） 
t0：1（日） 
fc28：次の①，②のいずれかによる。（N/mm2） 
① JIS A 5308 に適合するコンクリートにあっては，発注した呼び強度の強
度値 
② 建築基準法第 37 条第 2 号の国土交通大臣の認定を受けたコンクリート
にあっては，設計基準強度に当該認定において指定された構造体強度補
正値を加えた値 
 
３．２．２ 積算温度⽅式 
寒中指針における調合計画および強度管理では，式（3.3）～（3.8）に示される積算温度と圧
縮強度との関係（積算温度方式）に基づいて，初期強度，設計基準強度および品質基準強度を
確保するために必要な積算温度が決定されている。 
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表 3.2.1 セメントの種類による係数 s 
セメントの種類 s セメントの種類 s 
普通ポルトランドセメント 0.31 低熱ポルトランドセメント 1.06 
早強ポルトランドセメント 0.21 高炉セメント B 種，C 種 0.54 
中庸熱ポルトランドセメント 0.60 フライアッシュセメント B 種，C 種 0.58 
（3.1）
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ここで，標準水中養生を行った材齢 28 日における圧縮強度 20F28 を調合強度とする場合には
積算温度と圧縮強度の平均的な関係（不良率 50％）が得られ，呼び強度とする場合には安全側
の関係（不良率 4％）が得られる。したがって，調合計画では，初期強度や設計基準強度などの
施工上必要となる強度に対しては平均的な関係，構造体コンクリートの要求品質である品質基
準強度に対しては安全側の関係が適用される。 
 
 
 ここに，F：コンクリートの圧縮強度（N/mm2） 
Mc：コンクリートの温度補正を行った積算温度（°D・D） 
Mc = M + CMሺ T24 - 20ሻ  
 
M：積算温度（°D・D） 
Tc：期間Δt のコンクリートの平均温度（℃） 
Δt：時間間隔（日） 
T24：打ち込みから 24 時間のコンクリートの平均温度（℃） 
F∞：コンクリートの最終到達強度（N/mm2） 
 
 
20F28：標準水中養生を行った材齢 28 日における圧縮強度（N/mm2） 
20M28：標準水中養生を行った材齢 28 日における積算温度（°D・D） 
a，b：セメントの種類による係数 
 
 
a1，a2，b1，b2，Cf，CM：セメントの種類による係数（表 3.2.2 による） 
表 3.2.2 セメントの種類による係数 s 
 
３．２．３ 有効材齢⽅式と積算温度⽅式における強度推定値の⽐較 
図 3.2.1 に，有効材齢方式と積算温度方式を用いて算出した強度比率（推定値／呼び強度）と
材齢の関係を示す。積算温度方式では，セメント種類，呼び強度および打ち込みから 24 時間の
平均温度によって強度発現性が異なることから，セメントの種類（4 水準），呼び強度（3 水準）
および養生温度（3 水準）を変化させて比較することとした。 
 bcMaFF   exp
，228201 aFaa 
228201 bFbb 
  201)exp( 2428202820  TCMa
FF fb
  tTM t c  0 10
（3.3）
（3.4）
（3.5）
（3.6）
（3.7）
（3.8）
セメントの種類 a1 a2 b1 b2 CM Cf 
普通ポルトランドセメント 526.9 -37.8 13.34 -1.06 0.680 -0.0005 
早強ポルトランドセメント -439.0 1.1 -5.14 -0.46 0.975 -0.0027 
高炉セメント B 種 -405.6 -3.6 -1.67 -0.44 1.355 0.0075 
フライアッシュセメント B 種 97.4 -16.0 6.68 -0.72 1.376 0.00028 
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 図 3.2.1 各種セメントに関する有効材齢⽅式と積算温度⽅式による強度推定値の⽐較 
（a）普通ポルトランドセメント  （b）早強ポルトランドセメント 
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注）図中の 0.5Fc は，
構造体強度補正値を
3N/mm2 とする場合の
設計基準強度の 50%を
示す。 
呼び強度 24
呼び強度 33
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普通ポルトランドセメントおよび早強ポルトランドセメントに関して，有効材齢方式と積算
温度方式との差異は比較的小さく，せき板の取り外しに必要となる圧縮強度 5N/mm2 が得られ
る日数の差は 0.5 日以下がほとんどである（図 3.2.2）。 
一方，フライアッシュセメントおよび高炉セメントの場合，初期材齢の段階から両方式にお
ける差異は大きい。特にフライアッシュセメントでは，圧縮強度 5N/mm2 が得られる日数とし
て 1.0～1.5 日程度の差異が生じている。この要因としては，強度推定式を決定した際に用いた
混和材の種類，置換率などの相違が考えられる。 
具体的には，有効材齢方式では高炉セメント B 種および C 種相当（普通ポルトランドセメン
トに高炉スラグ微粉末 4000 を混合率 45％，70％として混合する），およびフライアッシュセメ
ント B 種および C 種相当（普通ポルトランドセメントにフライアッシュⅡ種を混合率 20％，
30％として混合する）を対象としているのに対して，積算温度方式では市中数社の高炉セメン
ト B 種およびフライアッシュセメント B 種を対象として強度推定式の諸係数が設定されてい
ることが挙げられる。 
 
  
図 3.2.2 有効材齢⽅式と積算温度⽅式での 5N/mm2 が得られる⽇数差 
■：普通ポルトランドセメント 
■：早強ポルトランドセメント 
■：フライアッシュセメント B 種 
■：高炉セメント B 種 
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３．３ 実績データによる実測値と推定値の⽐較 
フライアッシュセメント B 種において，有効材齢方式と積算温度方式による強度推定値に大
きな相違が確認された。そこで，レディーミクストコンクリート工場 1 社（札幌市東区）が保
有する圧縮強度試験の実績データを用いて，実測値と推定値を比較することとした。 
表 3.3.1 に実績データの概要を示す。2015 年度から 2016 年度までの 2 年間において寒中コン
クリートの適用期間以外に出荷されたもので，高強度を除く呼び強度の範囲を対象とした。試
験体は各出荷先で作製した強度試験用供試体（φ100×200mm，封かん養生）とし，試験材齢は
4 日以内とした。供試体の養生温度は，工場試験室での保管時間を考慮して，試験室の温度と
札幌気象台（札幌市中央区）で観測された日平均気温を用いて温度履歴を決定した。 
セメントの種類はフライアッシュセメント B 種相当（普通ポルトランドセメントにフライア
ッシュⅡ種を混合率 20％として混合する），および一般の工事で最も使用されている普通ポル
トランドセメントの 2 種類とした。表 3.3.2 にメーカーの試験成績表によるフライアッシュの
品質を示す。参考文献 5)で使用したフライアッシュに比べ，二酸化けい素の構成比率は高く，
比表面積は低いことが確認できる。 
図 3.3.1（a）に，普通ポルトランドセメントに関する，圧縮強度の実測値と有効材齢方式およ
び積算温度方式による推定値との関係を示す。両方式ともに全体的にばらつきが大きいが，圧
縮強度の実測値は推定値を上回る傾向を示す。また，圧縮強度の実測値が 10N/mm2 前後におい
ては両方式の直線回帰式は概ね一致する。 
同様に，図 3.3.1（b）にフライアッシュセメント B 種に関する両方式の実測値と推定値の関
係を示す。フライアッシュセメント B 種では，普通ポルトランドセメントと比較して実測値と
推定値との相関性は高いが，両方式の差異が顕著に示される。両方式の直線回帰式で比較する
と，有効材齢方式による推定値は積算温度方式に比べ 8N/mm2 程度下回ることが確認できる。 
その要因として，有効材齢方式ではフライアッシュセメント B 種よりも混合比率が高い C 種
を含めて同一の強度推定式を与えているため，B 種のみを対象とする場合に比べて強度推定値
を小さく評価する可能性がある。また，フライアッシュセメント B 種に関しては，既往研究 6）
では式（3.1）中の（te - 0.5）に含まれる補正項 0.5 を 0 と定めており，この相違が若材齢の推
定値に影響を及ぼしているものと考えられる。 
表 3.3.1 実績データの概要 
セメントの種類 データ数 呼び強度 スランプ 
（cm） 
試験材齢 
（日） 
普通ポルトランドセメント 157 24～42 15,18 1～4 
フライアッシュ B 種相当 119 27～40 15,18 1～4 
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表 3.3.2 フライアッシュの品質（2016 年 4 ⽉〜10 ⽉，メーカー成績表） 
項 目 平均 最小 最大 参考文献 5） 
二酸化けい素（％） 64.5 63.3 66.8 54.0～59.6 
強熱減量（％） 1.9 1.6 2.3 1.5～2.1 
密度（g/cm3） 2.30 2.28 2.31 2.31～2.33 
比表面積（cm2/g） 4037 3940 4100 4220～4440 
フロー値比（％） 107 105 109 110～111 
活性度指数（％） 
材齢 28 日 90 86 96 84～87 
材齢 91 日 103 97 109 100～106 
 
図 3.3.1 圧縮強度の実測値と推定値との関係 
（a）普通ポルトランドセメント 
（b）フライアッシュセメント B 種 
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３．４ 強度管理⼿法としての適⽤性の検討 
普通ポルトランドセメントおよびフライアッシュセメント B 種に関する強度推定の既往研究
から，有効材齢方式および積算温度方式について，せき板の取り外しに係わる強度推定手法と
しての適用性を検証する。 
表 3.4.1 に告示第 110 号または日本建築学会「建築工事標準仕様書・同解説 JASS5 鉄筋コン
クリート工事」7）（以下，JASS5 という）に規定される，せき板の取り外しに係わる圧縮強度を
示す。告示第 110 号では版下などのせき板の存置期間を含めた広範囲な強度域を対象としてい
る。一方，実施工においては支保工の除去以前にせき板を取り外す工法を採用することは極め
て少ない。したがって，強度推定手法の強度域については，5 N/mm2 から 15N/mm2 の範囲が重
要であると考えられる。 
既往研究 8）における実験概要を表 3.4.2 に示す。また，図 3.4.1 には材齢と実測強度の関係を
示すとともに，有効材齢方式および積算温度方式による推定値を併記する。ここで，普通ポル
トランドセメントとフライアッシュセメント B 種相当（フライアッシュⅡ種，混合率 15％，密
度 2.33cm3/g，二酸化けい素 60.8％，比表面積 3740 cm2/g，28 日活性度 92％，91 日活性度 108％）
を用いた調合の水セメント比は，それぞれの呼び強度を同一にするため，変動係数を 10％とし
て調合強度を定め，材齢 28 日に調合強度が発現するように設定されている。 
図 3.4.1 に示されるように，普通ポルトランドセメントの圧縮強度 5N/mm2 から 15N/mm2 の
範囲において，推定値が実測値をわずかに超過するものが一部存在するものの，有効材齢方式
および積算温度方式ともに実測値と推定値は概ね一致する。 
フライアッシュセメント B 種の場合，積算温度方式による推定値は圧縮強度 5N/mm2 から
15N/mm2 の範囲において実測値と概ね一致するが，圧縮強度 15N/mm2 以降では強度の増進に伴
って実測値に比べ推定値が上回る方向に推移する。有効材齢方式に関しては推定値と実測値と
の差異は大きく，フライアッシュの置換率などの相違が強度発現性に影響を及ぼしていること
が考えられる。 
表 3.4.1 基準などにおけるせき板の取り外しに係わる圧縮強度 
建築物の部分 告示第 110 号 JASS 5 
計画供用期間 せき板取外後の湿潤養生 
基礎，梁側，柱 
および壁 5 N/mm2 
短期，標準 あり 5 N/mm
2 
なし 10 N/mm2 
長期，超長期
あり 10 N/mm2 
なし 15 N/mm2 
版下および梁下 設計基準強度の50％ 原則として支保工の取外し後とする 
 
表 3.4.2 既往研究における実験概要 8） 
セメント 呼び強度 W/C（％） スランプ（cm）
養生温度
（℃） 
試験材齢 
（日） N FB
普通ポルトランド 
セメント， 
フライアッシュ 
セメント B 種 
24 65.0 61.0
18 5，20 
1，2，3，4，
5，7，9，14，
28，56，91 
30 57.5 53.0
39 48.5 44.0
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図 3.4.1 既往研究における実測値 8）と推定値の関係 
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３．５ 第３章の結論 
告示第 110 号に規定される有効材齢方式，および寒中指針に示される積算温度方式に関して，
両方式による強度推定結果を比較するとともに，せき板の取り外しに係わる強度管理手法とし
て検討を行った結果，以下の知見が得られた。 
 
（１） 有効材齢方式と積算温度方式から求められる強度推定値は，普通ポルトランドセメント
および早強ポルトランドセメントでは比較的一致するが，フライアッシュセメント B 種
および高炉セメント B 種では両方式による差異が大きい。 
（２） 両方式による強度推定値とレディーミクストコンクリート工場の実績値との関係では，
普通ポルトランドセメントの場合には全体的にばらつきが大きいものの低強度域におけ
る直線回帰式は概ね一致するが，フライアッシュセメント B 種では両方式に大きな差異
が認められる。 
（３） 既往研究との関係において，フライアッシュセメント B 種における有効材齢方式は乖
離するものの，その他のケースに関しては概ね一致する。 
（４） 普通ポルトランドセメントおよびフライアッシュセメント B 種に関して，積算温度方
式はせき板の取り外しに係わる強度管理手法としての適用性が確認できる。但し，混和材
料の品質や置換率の相違による影響を考慮する必要がある。 
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第４章  養⽣上屋の熱損出量 
 
４．１ はじめに 
北海道や東北地方に代表される積雪寒冷地では，寒中コンクリート工事を実施するにあたり
養生上屋が設置される。初期凍害防止などのコンクリートの品質確保に加えて，冬期における
作業環境向上の観点からも，養生上屋が担う役割は大きい。また，一般的には養生上屋内に加
熱設備を配置し，その内部空間を加熱することが行われている（写真 4.1.1～4.1.4）。 
洪らは 1960 年代から冬期の建設工事実施上の諸問題に関する研究に着手し，北海道の雇用
問題，労働環境の実態をとらえ，また，冬期の気象条件の解析，養生上屋の換気と採暖方法な
どの実務的な研究を進展させた 1）2）。その後，日本建築学会「寒中コンクリート施工指針案・
同解説（第 1 版，1978 年）」3）に，鬼頭ら 4）5）6）の研究成果をもとに養生上屋の熱損出量の算
定方法が取り纏められた。 
この算定方法は，現行の「寒中コンクリート施工指針・同解説（第 5 版，2010 年）」（以下，
寒中指針という）7）にそのまま踏襲されており，その間見直しがなされてこなかった。第 2 章
「寒中コンクリート工事の実態と課題」で述べたように，アンケート調査では加熱養生時にお
いて計画温度と実施温度に差異があることが確認された。  
本章では，熱損出量に関連する算定方法についての根拠を確認するとともに，その妥当性に
ついて検証することとする。 
 
写真 4.1.1 養⽣上屋の内部（加熱養⽣部シート遮断）
 
写真 4.1.2 養⽣上屋の外観 
 
写真 4.1.3 養⽣上屋の内部（躯体⼯事） 
 
写真 4.1.4 養⽣上屋の内部（温⾵⽤ダクト） 
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４．２ 寒中指針における熱損失量の算出⽅法 
４．２．１ 基本式 
養生上屋内部の空気を加熱する場合，養生上屋の熱損出量は上屋材料の伝熱による熱損出量
と上屋空間の換気による熱損出量の合算値として，式（4.1）～（4.3）を用いて算出することが
標準である。 
Q1 = ∑ሺKnSnሻ  
Q2 =  0.35NV  
 Q  =  ൫Q1 + Q2൯ሺTi  െ Tmeሻ  
ここに，Q1：養生上屋の伝熱による 1 時間・温度差 1℃あたり熱損失量（W/K） 
Kn：各上屋材料の熱貫流率（W/m2K） 
Sn：各上屋材料の面積（m2） 
Q2：養生上屋の換気による 1 時間・温度差 1℃あたり熱損失量（W/K） 
0.35：空気の容積比熱（W/m3K）  （0.3kcal/m3･℃） 
N：養生上屋の形状・構造・風速などから仮定した養生上屋内部空気の 1 時間あた
り換気回数（回/h） 
Q：養生上屋の伝熱および換気により失われる時間当たり熱損失量（W） 
V：養生上屋内部の（建築物内部も含む）空気容積（m3） 
Ti：計画養生温度（℃） 
Tme：（4.4）式または（4.5）式により仮定した初期養生期間の予想平均気温（℃） 
 
４．２．２ 外気温の設定⽅法 
初期養生期間中の外気温は，式（4.4）および式（4.5）に基づいて仮定する。寒中コンクリー
ト工事の計画段階では，日平均気温の平年値に寒波による気温低下（4℃）を想定した外気温を
設定する。また，工事の実施段階では，直近の気象予報などから寒波のおそれや予想気温を考
慮して外気温を定めることになる。 
（１）工事の計画段階 
Tme= Tsme െ 4  
ここに，Tme：気温の低下を考慮し補正した初期養生期間の平均気温の仮定値（℃） 
Tsme：初期養生期間の平均気温の平年値（℃） 
（２）工事の実施段階 
① 寒波のおそれがある場合や気温が予想困難な場合 
Tme= Tsme െ 4  
② 寒波のおそれがなく，平均気温以上となることが予想できる場合 
Tme= Tsme  
  
（4.1）
（4.2）
（4.3）
（4.4）
（4.5）
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４．２．３ 上屋材料の熱貫流率 
上屋材料の伝熱による熱損出量を算出する際に用いる，各材料の熱貫流率を表 4.2.1 に示す。 
表 4.2.1 上屋材料の時間当たりの熱貫流率 
上屋材料（部材の表面の状況） 熱貫流率 W/m2hK（kcal/m2h℃） 
合板 12mm +シート 7.0 ( 6.0) 
薄鉄板（トタン板） 14.0 (12.5) 
シート 10.0 ( 8.6) 
ポリカーボネート 8.5 ( 7.5) 
厚手ポリフィルム*1 9.3 ( 8.0) 
地盤，コンクリート*2 2.9 ( 2.5) 
*1：継ぎ手をファスナー加工又は接着加工したもの 
*2：捨てコンクリート、基礎などのコンクリート 
 
４．２．４ 換気回数 
（１）基準換気回数 
換気回数は式（4.6）に基づき，養生上屋の形状，構造，風速などの条件を考慮して定める。
なお，Ns および A，B，C，D をそれぞれ図 4.2.1 および表 4.2.2～4.2.6 に示す。 
N = Ns × A × B × C × D  
ここに，N：換気回数（回/h） 
Ns：基準換気回数（回/h） 
A：囲い材のサイズによる補正係数 
B：囲い材の継ぎ目状態による補正係数 
C：上屋の平面形状による補正係数 
D：囲み材の一重・二重と継ぎ目の良否状態による補正係数 
 
図 4.2.1 基準換気回数 Ns 
（4.6）
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表 4.2.2 換気回数計算⽤⾵速（1990 年までの資料による） 
 
表 4.2.3 囲い材サイズによる補正係数 A 
囲い材 囲い材サイズ（m） 備 考 補正係数 A 
ℓ1 ℓ2 （1/ℓ1+1/ℓ2）
建築工事用 
シート 
3.6 5.4 0.46 1.0 
3.6 4.8 0.49 1.1 
2.7 3.6 0.65 1.4 
1.8 5.4 0.74 1.6 
1.8 5.1 0.75 1.6 
1.8 4.8 0.76 1.7 
1.8 3.6 0.83 1.8 
合 板 0.9 1.8 1.67 3.6 0.6 1.8 2.22 4.8 
[注] ℓ1 およびℓ2 は矩形の短辺及び長辺の長さ（m） 
表 4.2.4 囲い材の継ぎ⽬状態による補正係数 B 
継目の状態 補正係数Ｂ 隙間間隔（cm） 備  考 
良  好 0.3 0～0.5 目張りなどによりほとんど隙間・開口が無い場合 0.5 0.5～1.0 囲い材同士の突き合わせ・緊結が良く隙間開口が無い場合 
普  通 1.0 1.0～2.0 所々に隙間がある場合 
やや不良 1.5 2.0～3.0 緊結がルーズで隙間・開口が多い場合 
不  良 3.0 3.0 以上 大きい隙間・開口が多い場合 
表 4.2.5 上屋の平⾯形（辺⻑⽐）による補正係数 C 
囲い材 事務所･商業ビルなどに 
多い 
学校・アパートなどに
多い 
辺長比Ｘ/Ｙ 1.0 2.0 3.0 5.0 7.0 
補正係数Ｃ 1.0 1.2 1.5 1.8 2.1 
[注]ＸおよびＹは矩形の短辺及び長辺の長さ（m） 
表 4.2.6  囲み材の⼀重・⼆重と継⽬の良否状態による補正係数 Ð 
 外囲いの種類 内囲いシートの 
継目状態 補正係数Ｄ 
一重囲い シートまたは合板 ― 1.0 
二重囲い 
シ － ト 
良   好 0.7 
普   通 0.8 
や や 良 好  0.9 
不   良 1.0 
合   板 
良   好 0.6 
普   通 0.7 
や や 良 好  0.8 
不   良 1.0 
地 域 風速（m/s）  地 域 風速（m/s） 地 域 風速（m/s）
北海道 
旭 川 1.8  
東北
宮 古 2.2 
中部
富 山 2.9 
帯 広 2.2  秋 田 5.6 金 沢 2.4 
釧 路 4.0  酒 田 6.0 福 井 2.5 
札 幌 2.4  山 形 1.7 長 野 2.6 
小 樽 3.0  仙 台 3.9 松 本 2.1 
苫小牧 4.6  若 松 2.1 甲 府 1.9 
室 蘭 6.0  
関東
宇都宮 1.9 飯 田 1.6 
函 館 3.0  秩 父 1.3 高 山 1.4 
東北 
青 森 3.4  
中部
新 潟 4.6 近畿 上 野 2.9 
八 戸 4.0  上 越 2.0 中国 津 山 2.0 
盛 岡 3.1        
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４．３ 熱損失量の検証 
４．３．１ 外気温 
前述したように，外気温は日平均気温の平年値や気象予報に基づいて仮定する。外気温の仮
定値には寒波による気温の低下分（4℃）が含まれていることから，本来，加熱養生時に外気温
の仮定値と実温度との差異を確認し，熱損出量計算に反映させる必要がある。実施時の外気温
が平年値であっても外気温の再設定が行われない限り，過剰な熱量が供給されて養生空間の温
度は計画養生温度よりも 4℃上昇することになる。 
実務では実施直前または実施時の外気温に基づく再検討がなされていない可能性も考えられ，
指針運用上の留意点として明示することが望ましい。 
４．３．２ 上屋材料の熱貫流率 
現行の寒中指針には，6 種類の上屋材料の熱貫流率が示されている（表 4.2.1）。この熱貫流率
の根拠に関しては，文献 8）に寒中指針第 1 版（1978 年）3）における考え方が記載されている。
ここでは，自然対流時の熱貫流率の実験値に対して上屋内側に風が入り込むことを想定し，式
（4.7）によって定めた内外の熱伝達率（表 4.3.1）を用いて，風の程度（無風，有風，強風）に
対応させた熱貫流率を決定している。その後，寒中指針第 4 版（1998 年）9）において，例示す
る上屋材料の種類が見直されるとともに，風の程度の区別がなくなり，現行指針（2010 年）7）
に踏襲されている状況にある。 
また，一般的に上屋材料の熱貫流率は式（4.8）から求めることができる。ここで，補正係数
k は合板やシートなどのように表面が平滑な材料では 1.0 とし，波板鉄板などの凹凸のある材
料に関しては投影面積に対する実表面積の比率とする。 
α = (8.7 or 11.6) + 4.6v （4.7） 
ここに，α：熱伝達率（W/m2K） 
v：風速（m/s） 
  K = 11
αi + ∑
lnλn +
1
αo
 × k 
ここに，K：熱貫流率（W/m2K） 
αi：上屋内側の熱伝達率（W/m2K） 
αo：上屋外側の熱伝達率（W/m2K） 
λn：各上屋材料の熱伝導率（W/mK） 
ℓn：各上屋材料の厚さ（m） 
k：上屋材料の表面形状による補正係数（実表面積／投影面積） 
表 4.3.1  寒中指針第 1 版における熱伝達率 
記 号 風の程度 熱伝達率（W/m
2K） 
外 側 内 側 
無 風 自然対流の程度 0～0.5 m/s 8～12 8～9 
有 風 月平均風速の程度 4～6 m/s 29～35 9～17 
強 風 寒冷・温暖前線通過時などの強風 15～20m/s 81～104 12～23 
（4.8）
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ここで，熱伝達率の検証に際して，有風時（風速 4～6m/s）の平均値を適用することとして，
外側の熱伝達率αo=32W/m2K，内側の熱伝達率αi=13W/m2K を用いることとする。なお，外側
風速 5m/s，内側風速 1m/s の条件下における対流熱伝達率 αc をユルゲスの式（式（4.9））10）か
らを算出し，放射熱伝達率αr を 5.0 W/m2K と仮定すると，外側と内側の熱伝達率 αo，αi として
それぞれ 30，15W/m2K が得られる（式（4.11））。この値は本検証に適用する熱伝達率と概ね一
致する。 
表 4.3.2 に再計算結果を示す。上屋材料が合板 12mm+シートの場合について、現行指針と計
算結果に差異が生じているが、その他の材料では両者の値はほぼ一致する。 
図 4.3.1 に各種の上屋材料における厚さと熱貫流率の関係を示す。厚さが 0.5mm 以下の材料
では，材料の熱伝導率が熱貫流率に及ぼす影響は小さいことがわかる。 
検証結果から，現行指針における上屋材料の熱貫流率の妥当性が確認できるとともに，例示さ
れていない上屋材料に対しても同様の方法によって熱貫流率を算出することができると考えられる。
また，厚さが 0.5mm 以下で表面が平滑な材料（k=1.0）であれば，熱伝導率によらずに熱貫流率
として 9W/m2K程度の値を採用することができる。 
αc = 5.8 + 3.9v （v ≦ 5m/s） 
αc = 7.1v0.78 （v ＞ 5m/s) 
α = αc + αr 
ここに，αc：対流熱伝達率（W/m2K） 
v：風速（m/s） 
α：熱伝達率（W/m2K） 
αr：放射熱伝達率（W/m2K） 
表 4.3.2  上屋材料の熱貫流率 
上屋材料 熱伝導率λ（W/mK）
厚さ 
ℓ（m） 
補正係数
k 
熱貫流率 K（W/m2K） 
検証結果 現行指針 
合板 12mm+シート 0.16 0.2
0.012 
0.0001 1.0 5.4 7.0 
薄鉄板（トタン板） 53 0.0003 1.4 12.9 14.0 
シート 0.2 0.0001 1.0 9.2 10.0 
ポリカーボネート 0.2 0.003 1.0 8.1 8.5 
厚手ポリフィルム 0.2 0.001 1.0 9.2 9.3 
0.0
2.0
4.0
6.0
8.0
10.0
12.0
0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0
熱
貫
流
率
（W
/m
2 K
）
材料の厚さ(mm)
図 4.3.1 各種材料における厚さと熱貫流率の関係 
鋼材λ=53(W/mK) 
樹脂板λ=0.2(W/mK) 
保温材λ=0.03(W/mK) 
（4.9）
（4.11）
（4.10）
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４．３．３ 換気回数 
前節の「4.2.4 換気回数」に示した基準換気回数 NS および補正係数 A～D は，寒中指針第 1
版（1978 年）の内容がそのまま現行指針（2010 年）に踏襲されており，その間見直しがなされ
ていない状況にある。そこで，寒中指針第 1 版に基づき，これらの算出方法を検証することに
する。 
（１）基準換気回数 
既往研究 4）によって，養生上屋に換気の一般式を採用することの適合性が確認されているこ
とから，寒中指針と同様に式（4.12）～（4.14）を用いて換気量および換気回数を算出する。 
Qsm= αmAm൛2gPi/γ0+2ghmሺTi-T0ሻ/Ti-Cv2ൟ
1/2  
∑ Qsm=  0  
 n  =  ∑ |Qsm |  2V⁄   
ここに，Qsm：換気量（m3/h） 
n：換気回数（回/h） 
V：養生空間の気積（m3） 
αm：囲い材隙間の流速係数（0.7） 
Am：開口面積（m2） 
hm：開口部の高さ（m） 
Ti：室内絶対温度（°K） 
T0：室外絶対温度（°K） 
c：風圧係数 
v：外気風速（m/s） 
Pi：室内全圧（kg/m2） 
γ0：外気密度（kg/m2） 
g：重力加速度（m/s2） 
ここで，計算上の仮定条件を以下に示す。 
1）側面の囲い面には 2 個の集中開口を仮定し，その高さは養生上屋高さの 1/4 と 3/4 の位置
とする。開口面積は各側面におけるシート隙間面積の 1/2 とする。 
2）囲い材は 3.6m×5.4m の工事用シートを基準とする。 
3）側面のシート間の隙間は 2cm とし，屋根・天井部が有開口の場合にはその隙間は 4cm と
する。 
4）養生上屋の平面形状は正方形とする。 
5）養生上屋内温度を 5℃とし，外気を-10℃とする。 
6）風速係数は風上側 0.8，風下側-0.4 とする。 
7）床面積は 100，300，600，1000m2，加熱空間の高さは 5，10，20，30m とする。 
7）気象条件の悪化や加熱器の故障を考慮して，安全率を 1.5 とする。 
これらの仮定条件に基づいて再計算すると，一部の結果において寒中指針と乖離することが
確認された。そのため，各囲い面の開口数を 20 個として収束計算を行うこととした。 
（4.12）
（4.13）
（4.14）
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図 4.3.2 に寒中指針に示される基準換気回数と検証結果の関係を示す。上屋の屋根・天井部が
有開口で養生床面積が 300m2 以上の場合には，検証結果は寒中指針と概ね一致する。上屋の屋
根・天井が無開口の場合には，風速 4m/s 以下の範囲において検証結果は現行指針に比べて減少
する傾向が認められるが，その差は 10％程度に留まっている。 
上屋の屋根・天井部が有開口および無開口ともに，養生床面積が 100m2 以下の場合には検証
結果との差が大きくなる傾向を示す。特に，無開口で風速が 3~4m/s 以上となる条件においては
寒中指針に比べて最大で 20％程度増加することが確認できる。 
ここで，計算上の仮定条件 7）において設定した安全率 1.5 が養生上屋の全熱損出量に及ぼす影響
を試算する。養生材はシートとし，養生床面積（100，1000m2），高さ（5，20m），風速（3，6m/s），
天井開口（有，無）を組み合わせた条件に対して，伝熱による熱損失量 Q1 と換気による熱損失量 Q2
を求め，全熱損失量 Q（Q1+Q2）に占める換気による熱損失量 Q2 の比率を算出する。 
安全率 1.0 とする場合の比率 Q2/Q は，図 4.3.3 に示すように 0.2～0.6 の範囲に分布する。したが
って，基準換気回数算定に対する安全率 1.5 は，全熱損出量に対して 10～30％程度の割り増しとな
ることがわかる（補正係数 A～D が 1.0 の場合）。 
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図 4.3.2 基準換気回数における寒中指針と再計算結果の関係 
〇 
〇 
〇 
〇 
※プロットは再計算結果を示す。 
図 4.3.3 全熱損失量 Q に占める換気による熱損失量 Q2 の⽐率（安全率 1.0） 
100m2 養生 1000m2 養 1000m2 養生床 100m2 
Q 2
/Q
 
Q 2
/Q
 
（a）天井部︓無開⼝ （b）天井部︓有開⼝ 
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（２）換気回数計算用風速 
基準換気回数計算用の風速は気象統計値をもとに，各地域における寒中コンクリート工事の
適用期間内の月平均風速の最大値として定められている。現行指針では 1990 年までの気象統
計値が用いられているため，最新の平年値（統計期間 1981～2010 年）に更新し，併せて現行指
針との差と表 4.3.3 に示す。 
各地域における計算用風速は，現行指針に比べて増加する傾向を示す。したがって，次回の
寒中指針の改定時には，最新の気象データを用いて計算用風速を更新することが必要となる。
さらに，実務者が寒中指針に掲載されていない地点の風速を適切に設定できるように，計算用
風速が適用期間内の月平均風速の最大値であることを明記することが望ましい。 
 
  
表 4.3.3 換気回数計算⽤⾵速に関する現⾏指針との差異 
地 域 
月平均風速（m/s） 
（統計期間 1981 年～2010 年） 現行指針 
（m/s） 
現行との差
（m/s）10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 4 月 最大
北海道 
旭 川 2.9 3.5 3.0 2.6 3.0 3.4 3.4 3.5 1.8 1.7 
帯 広 2.3 2.7 2.7 2.3 2.4 2.8 2.7 2.8 2.2 0.6 
釧 路 5.1 6.1 6.0 5.4 5.4 5.9 5.1 6.1 4.0 2.1 
札 幌 3.4 3.6 3.3 3.5 3.4 3.8 4.5 4.5 2.4 2.1 
小 樽 2.9 3.2 3.6 3.1 3.3 3.1 2.8 3.6 3.0 0.6 
苫小牧 3.3 3.6 3.2 3.1 3.7 3.4 3.6 3.7 4.6 -0.9 
室 蘭 4.7 5.7 6.0 5.8 5.2 4.9 4.5 6.0 6.0 0 
函 館 3.5 4.0 3.9 3.9 3.9 4.2 4.0 4.2 3.0 1.2 
東 北 
青 森 3.4 3.9 4.1 4.0 4.1 4.3 4.2 4.3 3.4 0.9 
八 戸 3.8 4.5 4.8 5.1 5.0 5.1 4.7 5.1 4.0 1.1 
盛 岡 2.5 2.7 2.8 2.7 2.9 3.3 3.5 3.3 3.1 0.2 
宮 古 2.5 2.5 2.4 2.4 2.5 2.6 2.7 2.6 2.2 0.4 
秋 田 3.8 4.6 5.2 5.1 5.1 4.9 4.7 5.2 5.6 -0.4 
酒 田 4.0 4.7 5.5 5.8 5.4 4.9 4.3 5.8 6.0 -0.2 
山 形 1.5 1.5 1.6 1.5 1.6 1.8 2.0 1.8 1.7 0.1 
仙 台 3.2 3.4 3.5 3.7 3.8 3.9 3.7 3.9 3.9 0 
若 松 1.5 1.6 1.9 2.0 2.2 2.3 2.3 2.3 2.1 0.2 
関 東 宇都宮 2.9 2.6 2.6 2.9 3.0 3.2 3.2 3.0 1.9 1.1 
秩 父 1.1 1.1 1.4 1.6 1.7 1.9 1.9 1.9 1.3 0.6 
中 部 
新 潟 2.8 3.3 4.0 4.0 3.9 3.5 3.4 4.0 4.6 -0.6 
上 越 2 2.3 2.6 2.6 2.5 2.4 2.5 2.6 2.0 0.6 
富 山 2.7 3.0 3.1 3.0 3.0 3.2 3.4 3.1 2.9 0.2 
金 沢 3.6 4.3 4.9 4.8 4.6 4.4 4.2 4.8 2.4 2.4 
福 井 2.5 2.6 2.7 2.6 2.8 3.0 3.1 2.8 2.5 0.3 
長 野 2.4 2.1 1.9 2.0 2.2 2.8 3.0 2.8 2.6 0.2 
松 本 1.9 2.2 2.2 2.2 2.2 2.5 2.7 2.5 2.1 0.4 
甲 府 1.7 1.8 2.1 2.4 2.8 2.8 2.7 2.8 1.9 0.9 
飯 田 1.7 1.8 2.0 2.0 2.4 2.6 2.7 2.6 1.6 1.0 
高 山 1.3 1.3 1.2 1.2 1.4 1.6 1.9 1.6 1.4 0 
近 畿 上 野 2.1 2.2 2.6 2.9 2.9 2.8 2.7 2.9 2.9 0 
中 国 津 山 1.4 1.4 1.6 1.7 1.8 1.8 1.8 1.8 2.0 -0.2 
   ：寒中コンクリート工事の適用期間   ：寒中コンクリート工事の適用期間内の月平均風速最大値 
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（３）囲い材のサイズによる補正係数 A 
式（4.12）より換気回数は開口面積に比例することがわかる。囲い面の開口面積は，囲い材の
サイズ（短辺ℓ1，長辺ℓ2）から求められる 1/ℓ1+1/ℓ2 に比例する。したがって，補正係数 A は，
囲い材のサイズの基準（3.6×5.4m）に対する 1/ℓ1+1/ℓ2 の比率として定めることができる。 
再計算結果は，表 4.2.3 に示す補正係数 A と整合する。 
（４）囲い材の継ぎ目状態による補正係数 B 
補正係数 A と同様に換気回数は開口面積に比例することから，囲い材の隙間間隔に比例して
補正係数 B が決定される。したがって，表 4.2.4 に示される補正係数 B は適正であることが理
解できる。 
（５）上屋の平面形状による補正係数 C 
現行指針において，上屋の平面形状（辺長比 X/Y：矩形の短辺 Y に対する長辺 X の比）によ
る補正係数 C は，表 4.2.5 のように示されている。しかし，辺長比の範囲は 1.0～7.0 に限定さ
れており，擁壁などの細長い構築物には適用することができない。そこで，前述した換気の一
般式に基づいて，現行の補正係数を検証するとともに，辺長比の範囲を拡張して補正係数を求
めることとする。 
表 4.3.4 に示すように，屋根・天井部が無開口と有開口の場合について，養生上屋の高さ H
（5，10，20，30m）と床面積 A（100，300，600，1000m2）の条件を組み合わせた 16 種類を検
証対象とし，風速 0～9m/s の範囲で 0.5m/s 毎に補正係数を算出した。 
図 4.3.4 に各条件に対する補正係数 C の計算結果を示す。なお，図中の計算種別の記号のう
ち，H と A はそれぞれ上屋の高さ（m）と床面積（m2）を表す。また，表 4.3.5 には，現行指針
における補正係数と検証結果との関係を示す。 
各辺長比に対する補正係数 C は，養生上屋の高さや床面積による影響は小さいが，辺長比が
大きくなると風速による変化量が増大する傾向を示す。現行指針に採用されている補正係数 C
は，有開口における最大値と同等であり，その妥当性を確認することができる。 
また，同様の決定方法に基づいて，辺長比 10，20 に対する補正係数 C をそれぞれ 2.4，3.3 程
度に定めることができる。 
表 4.3.4 再計算の対象 
屋根部の開口有無 辺長比 X/Y 加熱空間の高さ H（m） 上屋の床面積 A（m2） 
有開口，無開口 1.0，2.0，3.0，5.0，7.0 10，20 5，10，20，30 100，300，600，1000 
表 4.3.5 補正係数 C に関する現⾏指針と検証結果の関係 
辺長比 
X/Y 
現行指針 
C 
検証結果 C 
平均値 最大値の平均値 
有開口 無開口 有開口 無開口 
1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 
2.0 1.2 1.1 1.2 1.3 1.3 
3.0 1.5 1.3 1.4 1.5 1.6 
5.0 1.8 1.5 1.7 1.8 2.0 
7.0 2.1 1.7 1.9 2.1 2.2 
10.0 - 1.9 2.2 2.4 2.6 
20.0 - 2.4 2.9 3.3 3.5 
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図 4.3.4 上屋の平⾯形状による補正係数Ｃの検証結果 
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※ H，A は,上屋の高さ（m）と床面積（m2）を表す。
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（６）囲み材の一重・二重と継ぎ目の良否状態による補正係数 D 
養生上屋の天井部が無開口の場合，図 4.3.5（a）に示すように二重囲いの開口状態を 4 個の
直列開口として実効面積 αA を求め，一重囲いの実効面積に対する比として一重または二重囲
いによる補正係数 D を定めることができる 5）6）。天井部が有開口の場合には，図 4.3.5（b）に
示すように並列開口を含む 4 個の直列開口として，同様に補正係数 D を求めることができる。 
 
実効面積は天井部の開口の有無に応じて，式（4.15）および式（4.16）による。 
・天井部が無開口の場合 
   α A =  1
ඨቀ 1α1A1ቁ
2
+ ቀ 1α2A2ቁ
2
+ ቀ 1α3A3ቁ
2
+ ቀ 1α4A4ቁ
2
 
・天井部が有開口の場合 
   α A =  1
ඨቀ 1α1A1ቁ
2
+ ቀ 1α2A2ቁ
2
+ ቀ 1α3A3 ൅ α5A5ቁ
2
+ ൬ 1α4A4 ൅ α6A6൰
2
 
ここに，αA：実効面積（m2） 
α，α1～α6：流速係数（0.7） 
A，A1～A6：開口面積（m2） 
養生上屋の高さ H（5，10，20，30m），床面積 A（100，300，600，1000m2），天井開口の有
無，外囲い材の種類（シート，合板），内囲い材の隙間を変化させて補正係数 D を算出し，そ
れぞれの最大値を表 4.3.6 および図 4.3.6 に整理する。なお，側面の隙間に関して，内囲いは継
目状態に応じて 1，2，3，6cm，外囲いは 2cm とする。また，天井部が有開口の場合にはその隙
間は内外ともに側面の 2 倍として算定する。 
外囲いがシートの場合，内囲いシートの継目状態が良好（隙間 1cm）以外について，現行指
針と検証結果は概ね一致する。一方，外囲いが合板の場合には，すべての継目状態に関して検
証結果は大きく異なる。なお，最近の実施工においては，囲い材として工事用シートや樹脂系
パネルが一般的に採用されており，一重および二重囲いともに合板パネルが利用されることは
少ない。 
（a）天井部が無開⼝の場合 
外囲い内囲い 
α1，A1 α2，A2 α3，A3 α4，A4 
図 4.3.5 養⽣上屋の換気経路 
外囲い 内囲い 
α1，A1 α2，A2 α3，A3 α4，A4 
α6，A6 
α5，A5 
（b）天井部が有開⼝の場合 
上屋空間 上屋空間 
（4.15）
（4.16）
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表 4.3.6 補正係数 Ð に関する現⾏指針と検証結果 
 外囲いの種類 内囲いシートの 
継目状態 
補正係数Ｄ 
現行指針
検証結果 
無開口 有開口 
一重囲い シートまたは合板 ― 1.0 -  
二重囲い
シ － ト 
良   好 0.7 0.45 0.45 
普   通 0.8 0.71 0.71 
や や 良 好  0.9 0.83 0.83 
不   良 1.0 0.95 0.95 
合   板 
良   好 0.6 0.14 0.14 
普   通 0.7 0.27 0.27 
や や 良 好  0.8 0.39 0.39 
不   良 1.0 0.64 0.65 
 
 
 
  
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
0.0 2.0 4.0 6.0
補
正
係
数
D
内囲いシートの隙間（cm）
シート+シート（無開口）
シート+シート（有開口）
合板+シート（無開口）
合板+シート（有開口）
指針（シート+シート）
指針（合板+シート）
図 4.3.6 補正係数 Ð に関する現⾏指針と検証結果 
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４．４ 第４章の結論 
第 2 章で示したように，アンケート調査から加熱養生時の計画温度と実績温度には差異が生
じると認識されていることが確認された。そのため，現行の寒中指針に示される加熱養生時の
熱量計算方法を検証した結果，温度差異の要因は以下の事項であることを明らかにした。なお，
本検証結果に基づいて現行指針を修正することが望ましいと考える。 
 
（１） 計画段階で仮定する外気温には寒波による温度低下分が見込まれているため，実施直前
や実施時に外気温を確認することが必須であり，寒中指針には運用上の留意点として明記
することが必要である。 
（２） 基準換気回数は，養生床面積が 100m2 以下の場合に検証結果との差が大きくなる傾向を
示す。 
（３） 基準換気回数に適用されている安全率 1.5 は，養生上屋の全熱損出量を 10～30％程度割
り増すことになる。 
（４） 換気回数計算用風速は，最新の気象統計値に基づいて修正する必要がある。 
（５） 囲み材の一重・二重による補正係数において，外囲いが合板の場合のすべてのケース，
および外囲いがシートの場合の一部のケースに対する検証結果は現行指針と乖離する。 
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第５章  寒中コンクリート⼯事に影響する気候特性 
 
５．１ はじめに 
寒中コンクリート工事において，調合計画・養生計画などの施工計画や工事工程の立案に際
して，気象統計データをもとに施工地域の気候特性を把握することが重要である。日本の気候
には著しい地域的な差異があるため，気候特性に応じた配慮が十分になされなければ，初期凍
害や強度増進の遅れに伴う工程遅延を招くことになる。 
日本建築学会「寒中コンクリート施工指針・同解説」1）（以下，寒中指針という）は，近年の
研究成果 2）3）や実務者を対象としたアンケート調査の結果 4）を踏まえながら，その充実化が図
られてきた。一方，その内容は北海道や東北地方などの寒冷度の厳しい地域を意識した対応に
重点が置かれたものであり，比較的温暖な地域における気候特性を十分に考慮されたものとは
いえない。 
第 2 章「寒中コンクリート工事の実態と課題」に示したアンケート調査結果からも，調合計
画において適用する方法や規準類，加熱養生の実施頻度および寒中指針の利用度などには大き
な地域差が存在することが示された。寒中指針の次回改定に向け，寒中コンクリート工事に影
響を及ぼす気候特性を踏まえた上で，その特性に応じた合理的な計画手法を整備することが不
可欠である。 
本章では，気象庁の地域気象観測システム（以下，アメダスという）約 1,300 地点のうち，
気温を観測する 891 地点における日別平年値（統計期間 1981～2010 年）5）を用いて，寒中コン
クリート工事に影響を及ぼす気候特性を整理する。併せて，比較的軽微な施工対応で寒中コン
クリート工事が行える地域の調合計画手法について検討する。 
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５．２ 寒中コンクリート⼯事に影響を及ぼす気候特性 
５．２．１ 寒中コンクリート⼯事の適⽤地域と適⽤期間の⽇数 
寒中指針では，初期凍害の防止と強度発現の遅れへの対応を図るため，寒中コンクリート工
事の適用期間を下記のいずれかの条件が該当する期間として規定している。なお，下記条件に
おける日平均気温 T には日平均気温の平年値を採用し，適用期間は旬単位に定めることとする。 
（1）打込み日を含む旬の日平均気温 T が 4℃以下の期間 
（2）コンクリートの打込み後 91 日までの積算温度 M91 が 840°D･D 未満の期間 
図 5.2.1 にアメダス 891 地点における寒中コンクリート工事の該当条件を示す。「日平均気温
T が 4℃以下」のみに該当する地点は 401 箇所と最も多く，北海道南部から九州内陸部にかけ
て広く分布する。 
「積算温度 M91 が 840°D･D 未満」のみに該当する地点はなく，「日平均気温 T が 4℃以下」
と「積算温度 M91 が 840°D･D 未満」の両者に該当する地点は 243 地点で，主に北海道，東北地
方の内陸部，中央高地に位置する。一方，これらの条件に該当しない 247 地点では，寒中コン
クリート工事の適用を受けない。その主な地域は，茨城県以南の太平洋沿岸，島根県や山口県
の日本海沿岸，山間部を除く四国・九州地方に限定される。 
図 5.2.2 に上記の条件から算出した適用期間の日数を分布図として示す。この日数の全体的
な傾向は北海道 150～200 日，東北地方 90～150 日，中部地方以南で 90 日未満となり，北海道
から南西部に向かって減少する。また，寒中コンクリート工事の適用内外の境界地域では 30 日
未満となり，名古屋や益城のように約 10 日と極めて短い期間となる地域も含まれる。 
寒中コンクリート工事の適用地域は北海道や東北地方などに代表される積雪寒冷地だけでは
なく，日本各地に広く分布する。また，南北に長い日本では地域によって寒冷の度合いが異な
り，適用期間の日数には大きな違いがみられる。 
 
図 5.2.1 各観測地点における寒中コンクリート⼯事の該当条件 
【n = 891】          括弧内：地点数 
T≦4℃，M91≧840°D･D  （401） 
T≦4℃，M91＜840°D･D （243） 
該当なし（寒中コンクリート適用外） （247） 
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５．２．２ 調合計画⽅法 
寒中コンクリート工事の調合計画では，以下の２つの方法によって構造体強度補正値を定め
ることが一般的である。 
（1）コンクリートの打込みから 28 日までの期間の予想平均気温によって定める方法 6）（以下，
JASS5 方式という） 
（2）積算温度をもとに定める方法 1）（以下，寒中指針方式という） 
JASS5 方式は通常期における標準的な方法で，材齢 28 日までの予想平均気温とセメントの
種類に応じて，構造体強度補正値を簡便に決定することができる。しかしながら，寒中コンク
リート工事での適用にあたっては，材齢 91 日までの積算温度が 840°D･D 以上，かつ材齢 28 日
までの平均温度が 0℃以上である場合に制限される。一方，寒中指針方式は，材齢 91 日までの
積算温度が 840°D･D 未満の場合にも適用することができ，寒冷の厳しい地域での調合計画に対
応することができる。 
図 5.2.3 は，代表的な観測地点における寒中コンクリート工事の適用期間について，JASS5 方
式の適用可否を示したものである。また，適用期間の日数（P）に占める，JASS5 方式が適用可
能な日数（D）の比率 D/P を分布図として図 5.2.4 に示す。 
北海道において，JASS5 方式が適用できる期間は短く，その日数が適用期間に占める比率 D/P
は 0.25 程度である。東北地方の比率 D/P に関しては，盛岡などの北部内陸で 0.5 以下となる一
方で，秋田や仙台などの沿岸部では概ね 1.0 となる地域が混在する。関東地方以南では，奥日
光や阿蘇山などの標高が高い地点，中央高地などで JASS5 方式が適用できない期間が存在する
ものの，全期間について JASS5 方式が適用可能となる地域（D/P=1.0）が大部分を占める。 
北海道，東北地方の北部内陸および中央高地などのように JASS5 方式が適用できる期間が短
い地域では，必然的に寒中指針方式の利用頻度が高くなることが考えられる。また，それ以外
図 5.2.2 寒中コンクリート⼯事の適⽤期間の⽇数 
【n = 891】  括弧内：地点数 
200 日以上 （11） 
180 日以上 200 日未満 （104） 
150 日以上 180 日未満 （83） 
120 日以上 150 日未満 （124） 
90 日以上 120 日未満 （122） 
60 日以上 90 日未満 （95） 
30 日以上 60 日未満 （77） 
1 日以上 30 日未満 （28） 
寒中コンクリート適用外 （247） 
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の地域では寒中コンクリート工事の適用期間においても，通常期と同様に JASS5 方式が採用さ
れることが想定できる。 
 
 
 
  
図 5.2.3 代表的な観測地点における，寒中コンクリート適⽤期間内の JASS5 ⽅式の適⽤可否 
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図 5.2.4 適⽤期間 P に占める JASS5 ⽅式の適⽤可能な⽇数 D の⽐（D/P） 
【n = 891】  括弧内：地点数 
1.0 （287） 
0.75 以上 1.0 未満 （21） 
0.5 以上 0.75 未満 （93） 
0.25 以上 0.5 未満 （92） 
0.25 未満 （151） 
寒中コンクリート適用外 （247） 
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５．２．３ 初期養⽣⽅法 
初期凍害防止のための養生方法として，養生期間中の予想最低気温が-3℃以下の場合には加
熱養生または断熱養生，-3℃より高い場合には被覆養生が採用される。 
そこで，日最低気温の平年値を用いて，日最低気温の年間最小値を図 5.2.5 に，寒中コンクリ
ート適用期間内で日最低気温が-3℃以下となる日数を図 5.2.6 に示す。なお，主要地点において
日最低気温が-3℃以下となる日数を図 5.2.3 に併記する。 
 
 
図 5.2.5 ⽇最低気温の年間最⼩値 
【n = 891】  括弧内：地点数 
0℃超 （21） 
-3℃超 0℃以下 （189） 
-6℃超-3℃以下 （189） 
-9℃超-6℃以下 （91） 
-12℃超-9℃以下 （42） 
-15℃超-12℃以下 （47） 
-15℃以下 （65） 
寒中コンクリート適用外 （247） 
図 5.2.6 ⽇最低気温が-3℃以下となる⽇数 
【n = 891】  括弧内：地点数 
150 日以上 （14） 
120 日以上 150 日未満 （121） 
90 日以上 120 日未満 （88） 
60 日以上 90 日未満 （105） 
30 日以上 60 日未満 （60） 
1 日以上 30 日未満 （46） 
0 日 （210） 
寒中コンクリート適用外 （247） 
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北海道，東北地方から中央高地までの地域には，日最低気温が-3℃以下となる期間が存在す
る。特に北海道では，「日最低気温の年間最小値が-12℃以下」かつ「日最低気温-3℃以下となる
日数が 120 日以上」となる地域が大部分を占める。これらの地域では，加熱養生や断熱養生を
実施する頻度が高くなることが考えられる。 
主に南関東，近畿から九州地方においては，日最低気温が-3℃に達しない地域が広範囲に分
布することから，被覆養生が標準的な養生形式であると考えられる。なお，適用地域の境界周
辺部では，日最低気温が 0℃を下回らない地域（21 地点）も存在する。 
 
５．２．４ 各地点における積算温度と気温・適⽤⽇数の関係 
各地点における材齢 91 日までの積算温度 M91 の年間最小値に対して，日平均気温，日最低気
温および材齢 28 日までの平均気温 θ の年間最小値，JASS5 方式が適用できる日数の比率 D/P
などの関係を図 5.2.7～5.2.10 に整理する。なお，標高が高く他の地点に比べて気温が極端に異
なる富士山を除外し，890 地点または寒中コンクリート工事が適用される 643 地点を対象とす
る。 
図 5.2.7 に積算温度 M91 の年間最小値と日最低気温・日平均気温の年間最小値との関係を示
す。日最低気温の年間最小値との関係には 5℃程度のばらつきがみられるが，日平均気温の年
間最小値との関係に関しては高い相関性が認められる。なお，図中で 4℃以下の範囲に位置す
る日平均気温のプロットが，寒中コンクリート工事の適用を受ける地域（643 地点）のデータ
であることを意味する。 
同様に，図 5.2.8 おいて積算温度 M91 の年間最小値と材齢 28 日までの平均気温 θ の年間最小
値との関係にも相関性がみられる。 
積算温度 M91 の年間最小値との関係において，日平均気温の年間最小値の回帰式（図 5.2.7）
と材齢 28 日までの平均気温 θ の年間最小値の回帰式（図 5.2.8）はほぼ一致する。したがって，
各地点における日平均気温の年間最小値と材齢 28 日までの平均気温の年間最小値はほぼ同値
であり，積算温度 M91 の年間最小値が 840°D･D 以上となる場合には，日平均気温および材齢 28
日までの平均気温が概ね-2℃以上であることがわかる。 
図 5.2.9 からは，積算温度 M91 の年間最小値と適用期間の日数は 2 次関数によって近似でき
ることが示される。ただし，適用期間は旬単位で定められるため，その日数には 10 日程度のば
らつきが生じる。 
図 5.2.10 において，積算温度 M91 の年間最小値の増加に伴い，JASS5 方式が適用できる日数
の比率 D/P は増加し，積算温度 M91 の年間最小値が 1000°D･D 程度でその比率は 1.0 に達する。
ここで，積算温度 M91 の年間最小値 840°D･D に対する比率は 0.5 程度を示すことから，この値
が調合計画方法を選択するうえでの閾値として位置付けられる。 
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図 5.2.7 年間最⼩値における M91 と気温の関係 
y = 0.0113x - 11.818
R² = 0.9987
y = 0.0128x - 17.806
R² = 0.9672
-20
-10
0
10
20
30
0 1000 2000 3000
日
最
低
・日
平
均
気
温
の
年
間
最
小
値
（℃
）
材齢91日までの積算温度M91の年間最小値（°D･D）
y = 0.0113x - 11.577
R² = 0.9993
-20
-10
0
10
20
30
0 1000 2000 30002
8日
平
均
気
温
θ
の
年
間
最
小
値
（℃
）
材齢91日までの積算温度M91の年間最小値（°D･D）
▽4℃ 
840 
▽-2.3℃ 
【n = 890】 
840 
▽-2.0℃
□ 日平均気温 
◇ 日最低気温 
【n = 890】
図 5.2.8 年間最⼩値における M91 とθの関係 
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2
0 500 1000 1500J
AS
S5
方
式
の
適
用
可
能
な
比
率
D
/P
材齢91日までの積算温度M91の年間最小値（°D･D）
y = -0.00009x2 + 0.0013x + 196.6
R² = 0.9843
0
50
100
150
200
250
0 500 1000 1500
適
用
期
間
（日
）
材齢91日までの積算温度M91の年間最小値（°D･D）
図 5.2.9 M91 の年間最⼩値と適⽤期間の⽇数 
840 
▽ 0.5 
図 5.2.10 M91 の年間最⼩値と⽐率 D/P 
【n = 643】 【n = 643】
 64 
５．３ 気候特性の分類 
表 5.3.1 に示すように，JASS5 方式および寒中指針方式の適用条件を踏まえて 3 タイプに分
類すると，寒中コンクリート工事に影響する気候特性や施工計画に関連する指標を整理するこ
とができる。また，図 5.3.1 には，この分類に基づく気候特性の分布図を示す。 
各タイプの施工計画上の特徴は，次のように考えられる。なお，JASS5 方式が適用できる日
数の比率 D/P から推測される各タイプの調合計画方法には，第 2 章のアンケート調査結果（図
5.3.2，施工者回答）と同様の傾向がみられる。 
◎タイプⅠ：寒中コンクリート工事の全期間において，JASS5 方式が利用できる。最低気温
が-3℃以下となる日数が少なく，初期養生として被覆養生の実施頻度が高い。 
◎タイプⅡ：JASS5 方式が利用できない期間が含まれる。加熱養生の実施頻度が高い地点が
過半数を占める。 
◎タイプⅢ：最も寒冷の厳しい気候で，寒中指針方式と加熱養生の実施頻度が高い。 
 
7
10
2
15
33
10
2
10
4
0% 20% 40% 60% 80% 100%
北海道
東 北
中 部
北 陸
回答比率 （数字：回答数）
（富士山を除く 890 地点）表 5.3.1 寒中コンクリート⼯事に影響する気候特性の分類 
タイプ 
 
アメダスの 
該当地点数 
（箇所） 
積算温度 M91 
年間最小値 
（°D･D） 
28 日平均気温 θ
年間最小値 
（℃） 
適用期間
日数 
（日）
適用期間内で JASS5
方式の適用可能とな
る日数の比率 D/P
適用期間内で日最低
気温が-3℃超 0℃未
満となる日数の比率 
適用期間内で日最低
気温が-3℃以下とな
る日数の比率 
Ⅰ 287 【840 以上】 1012～1428 
【0℃以上】
0～4.4 10～111    
Ⅱ 114 【840 以上】 843～1010 
【0℃未満】
-2.0～0 111～141    
Ⅲ 242 （富士山除く） 
【840 未満】 
83～837 
【0℃未満】
-11.7～-1.8 121～212    
（適用外） 247 【840 以上】 1384～ 4.2～ 0 - - - 
 （注）表内グラフの凡例：  0， 0～0.25 以下， 0.25～0.5 以下， 0.5～0.75 以下， 0.75～1.0 以下 
287
21
91
2
82
160
1
18
25
35
208
4
71
33
4 2
56
184
2
16756
39 4
21
2
21
87
4
50
192
数字：
地点数
数字： 
地点数 
数字：
地点数
積算温度方式 
JASS5 方式 
その他 
【施工者回答 n = 93】 
【n = 891】  括弧内：地点数
タイプⅠ （287） 
タイプⅡ （114） 
タイプⅢ （243） 
寒中コンクリート適用外 （247） 
図 5.3.1 気候特性の分類 図 5.3.2 アンケート調査結果（最も採⽤する調合計画） 
（富 ）
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５．４ 調合計画⽅法に関する検討 
寒中コンクリート工事の気候特性タイプⅡでは，材齢 91 日までの積算温度が 840°D･D 以上
となるものの，材齢 28 日間の平均気温度が 0～-2℃となり，JASS5 方式が適用できない期間が
存在する。そのため，一部の期間に寒中指針方式を採用するなど，一貫した方法で調合計画が
実行できないことが予想される。 
この課題を解消するため，タイプⅡの調合計画方法について検討することとする。なお，標
準的な寒中コンクリート工事（設計基準強度 21～36N/mm2，普通ポルトランドセメント）を対
象とする。 
 
５．４．１ JASS5 ⽅式の適⽤範囲の拡張 
タイプⅡ（114 地点）の温度域への対応を図るため，JASS5 方式の適用範囲を-2℃までに拡張
する場合について，以下の 2 つの方法によって検証する。 
（1）寒中指針に基づく標準的な方法 
現行の寒中指針では，構造体強度補正値 28S91 を 9N/mm2 とする場合，設計基準強度を得るた
めの積算温度の下限値は 210°D･D とされている（表 5.4.1）。この積算温度は，設計基準強度に
3N/mm2 を加算した強度を得るための必要積算温度として，式（5.1）～（5.5）に基づいて算出
されたものである。 
各地点における，材齢 91 日までの積算温度 M91 の年間最小値と材齢 28 日までの積算温度 M28
の年間最小値との関係を図 5.4.1 に示す。同図からは，タイプⅡにおける積算温度 M28 の最小値
が約 220°D・D であり，設計基準強度を得るための積算温度 210°D･D を満足することが確認で
きる。 
 
表 5.4.1 設計基準強度 Fc を確保できる積算温度の下限値の標準値（抜粋） 
セメント 
種類 
設計基準 
強度 Fc 
(N/mm2) 
調合管理強度 Fm(N/mm2) 
21 24 27 30 33 36 39* 42 45 
普通ポルト
ランドセメ
ント 
18 450 315 210 165 120 105 75 75 60 
21 － 450 300 210 150 120 90 90 75 
24 － － 420 285 210 150 120 105 90 
27 － － － 390 270 195 150 120 105 
30 － － － － 375 255 180 150 120 
33 － － － － － 345 225 195 150 
36 － － － － － － 300 240 180 
*：Fm＝39 は 40 を対象とする 
 
 
M  = ∑  ሺTc + 10ሻt0 ∆t  (5.1) 
𝐹   = F∞ × exp൫a × Mcb൯  (5.2) 
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   F∞ = F20 28exp ቀa × 𝑀2820 bቁ
 × ൫1 െ 0.0005ሺT24 െ 20ሻ൯   
Mc = M + 0.68ሺT24 െ 20ሻ (5.4) 
a =  526.9 𝐹2820⁄ െ 37.8   ,   b =  13.34 𝐹2820⁄ െ 1.06  (5.5) 
 
ここに，M：積算温度（°D・D） 
Tc：期間Δt のコンクリートの平均温度（℃） 
Δt：時間間隔（日） 
F：コンクリートの圧縮強度（N/mm2） 
F∞：コンクリートの最終到達強度（N/mm2） 
20F28：標準水中養生を行った材齢 28 日における圧縮強度（N/mm2） 
20M28：標準水中養生を行った材齢 28 日における積算温度（°D・D） 
Mc：コンクリートの温度補正を行った積算温度（°D・D） 
T24：打ち込みから 24 時間のコンクリートの平均温度（℃） 
 
 
（2）氷点下域の積算温度を考慮する方法 
氷点下域の積算温度を考慮する場合には，寒中指針資料 3 に基づいて，圧縮強度推定に式（5.2）
～（5.5），積算温度に式（5.6）～（5.8）を適用する。その結果，設計基準強度（3N/mm2 の加算
なし）を得るための積算温度として 160°D･D が得られる。 
Tc ≧0  M  = ∑  ሺTc + 10ሻt0 ∆t  (5.6) 
Tc ＜0      M  = ∑ 10 ×t0 expሺെ0.60×ሺെTcሻ0.74ሻ∆t  (5.7) 
M    ᇱ=  ((Tave-Tmin) (Tmax-Tmin)⁄ ) 2⁄ × ൫Tmaxに対する M൯ + 0.5 ×൫Taveに対する M൯＋  
   ((Tmax-Tave) (Tmax-Tmin)⁄ ) 2⁄ ×൫Tminに対する M൯  (5.8) 
ここに，M’：日内温度変動を考慮する積算温度（°D・D） 
Tc：期間Δt のコンクリートの平均温度（℃）， 
Tmax，Tave，Tmin：日最高気温，日平均気温，日最低気温（℃） 
y = 0.320 x - 44.896 
R² = 0.999 
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図 5.4.1 積算温度 M91 と M28，M'28 の年間最⼩値の関係 
223
145
840  1010 
（5.3）
第５章 寒中コンクリート⼯事に影響する気候特性 
67 
図 5.4.1 において，材齢 28 日までの積算温度（氷点下域の積算温度考慮）M’28 の最小値は
145°D･D となり，必要積算温度 160°D･D を下回る。タイプⅡに属する 114 地点のうち，青森や
十日町などの 33 地点が積算温度 160°D･D を満足できない状況にある。 
一方，表 5.4.2 に示すように積算温度 M’28 が 160°D･D 未満となる期間は日最低温度が-3℃以
下となるため，少なくとも数日間の保温養生（加熱または断熱養生）が必要となる。この養生
に伴う積算温度の増加分を加味すると，必要積算温度は満足されるものと考えられる。 
以上，寒中指針における標準的な方法および氷点下域の積算温度を考慮する方法を用いて，
設計基準強度を得るための必要積算温度と平年値から決定される積算温度との関係を確認した。
その結果，材齢 28 日までの予想平均気温-2℃以上 0℃未満の温度域に構造体強度補正値 9N/mm2
を適用する場合について，材齢 28 日で設計基準強度が確保されることが確認できた。表 5.4.3
に示すように，JASS5 方式の適用範囲を拡張することによって，タイプⅡの全適用期間に対し
て JASS5 方式を用いた調合計画が行えることになる。 
 
 
  
表 5.4.2 タイプⅡの代表地点における，材齢 28 ⽇までの積算温度 M28，M'28 の最⼩値と最低気温 
  ：寒中コンクリート適用期間，  ：28 日平均気温が 0℃未満となる期間，  ：M’28 < 160°D･D 
上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬
最低温度 4.0 2.1 0.6 -0.8 -2.0 -2.7 -3.6 -4.3 -4.5 -4.4 -3.8 -3.4 -2.9 -2.1 -0.5 -4.5
M 28 420 370 325 295 270 250 240 240 240 255 280 310 340 385 440 240
M’ 28 420 360 305 255 215 175 155 155 160 190 230 275 315 375 440 155
最低温度 3.6 1.5 0.2 -1.2 -2.6 -3.5 -4.5 -5.1 -5.2 -5.2 -4.5 -4.0 -3.4 -2.7 -1.2 -5.2
M 28 415 360 320 285 260 235 225 225 230 250 270 300 330 380 445 225
M’ 28 410 350 295 240 195 155 145 145 150 175 215 265 300 365 440 145
最低温度 3.7 0.6 -0.2 -1.9 -3.3 -5.0 -6.3 -6.7 -6.4 -6.6 -5.4 -4.7 -4.2 -2.8 -1.4 -6.7
M 28 420 365 320 280 250 235 230 230 240 255 285 315 345 395 450 230
M’ 28 410 345 295 235 190 160 150 150 165 200 245 285 320 375 440 150
最低温度 2.3 0.3 -0.6 -1.6 -2.6 -3.6 -4.6 -5.3 -5.4 -5.4 -4.9 -4.3 -3.8 -3.1 -1.8 -5.4
M 28 415 370 335 300 275 255 245 240 245 260 280 305 335 380 435 240
M’ 28 405 350 305 265 225 185 165 165 170 195 230 270 305 355 420 165
最低温度 4.3 2.2 1.0 -0.1 -1.3 -2.2 -3.1 -3.7 -3.9 -3.9 -3.4 -3.0 -2.3 -1.4 -0.2 -3.9
M 28 440 395 355 325 295 270 260 260 265 280 305 340 370 420 480 260
M’ 28 440 390 340 295 255 215 195 195 205 240 270 310 350 410 480 195
最低温度 4.2 2.1 0.9 -0.2 -1.4 -2.6 -3.4 -4.0 -4.1 -4.1 -3.7 -3.2 -2.5 -1.7 -0.4 -4.1
M 28 435 385 350 315 285 265 255 255 260 275 300 330 365 415 475 255
M’ 28 435 380 330 285 240 205 185 185 195 230 265 300 340 405 475 185
最低温度 5.1 2.9 1.5 0.3 -0.9 -2.0 -2.7 -3.4 -3.6 -3.6 -3.5 -3.1 -2.6 -1.7 -0.7 -3.6
M 28 455 405 360 325 295 275 265 265 265 280 295 325 350 390 445 265
M’ 28 455 400 345 300 260 225 205 200 205 235 265 290 320 375 440 200
最低温度 5.2 3.2 1.9 0.6 -0.8 -1.9 -2.8 -3.5 -3.9 -3.9 -3.6 -3.2 -2.4 -1.5 -0.4 -3.9
M 28 470 420 380 340 310 290 275 275 275 290 310 335 365 410 470 275
M’ 28 470 420 365 320 280 250 230 230 230 255 275 305 340 400 470 230
最低温度 1.9 -0.5 -2.2 -3.8 -5.3 -6.6 -7.1 -7.7 -8.2 -8.2 -7.1 -6.0 -4.9 -3.7 -2.2 -8.2
M 28 410 355 315 275 250 230 220 220 230 250 280 320 350 400 460 220
M’ 28 390 325 280 230 185 160 150 150 160 190 235 285 320 380 450 150
最低温度 2.7 0.7 -0.9 -2.6 -4.1 -5.2 -5.8 -6.3 -6.8 -6.7 -5.5 -4.7 -3.8 -2.5 -0.9 -6.8
M 28 435 385 345 310 285 265 255 255 260 280 310 340 375 420 470 255
M’ 28 420 365 315 280 250 215 190 190 210 245 280 310 345 405 465 190
最低温度 3.4 1.4 0.1 -1.3 -2.7 -4.0 -4.7 -5.4 -6.0 -6.0 -5.4 -4.7 -3.8 -2.7 -1.3 -6.0
M 28 420 370 325 290 260 240 230 230 235 255 285 320 355 405 465 230
M’ 28 415 355 295 240 195 160 150 150 155 190 235 285 320 385 460 150
最低温度 2.6 0.3 -0.9 -2.0 -2.8 -3.9 -4.4 -5.0 -5.6 -5.6 -5.3 -4.7 -4.2 -3.2 -1.7 -5.6
M 28 420 370 330 300 280 260 250 245 250 265 290 325 355 405 460 245
M’ 28 405 345 300 270 235 195 175 175 180 215 255 295 330 385 450 175
最低温度 4.8 2.3 0.4 -1.4 -2.6 -3.5 -4.3 -4.8 -5.3 -5.1 -3.8 -3.0 -2.5 -1.2 0.6 -5.3
M 28 420 365 320 285 260 240 230 230 240 270 300 335 370 415 465 230
M’ 28 415 350 295 245 200 160 145 145 170 220 270 310 355 410 465 145
福島県 -0.8
十日町 新潟県 -0.5
上市 富山県 -0.1
九州 阿蘇山 熊本県 -1.7
高山 岐阜県 -1.7
中国 高野 広島県 -1.1
中部 佐久 長野県 -2.0
河口湖 山梨県 -0.8
-1.7
新川 宮城県 -1.3
山形 山形県 -0.6
最小値
東北
青森 青森県 -1.4
横手 秋田県 -1.8
花巻 岩手県
項　目
11月 12月 1月 2月 3月
若松
地　名
28日平均気温
年間最小値（℃）
（単位：°D･D，℃，積算温度：5 単位切下げ）
表 5.4.3 タイプⅡの構造体強度補正値 28S91（普通ポルトランド） 
材齢 28 日までの予想平均気温 θ（℃） -2≦θ＜0 0≦θ＜8 
構造体強度補正値 28S91（N/mm2） 9 6 
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５．４．２ 積算温度⽅式に基づく材齢延⻑ 
タイプⅡに寒中指針方式を適用し，構造体強度補正値 6N/mm2，設計基準強度が得られる材
齢を 35 日および 42 日とする場合の適用可否について確認する。 
前節と同様に 2 つの方法を用いて設計基準強度を得るための必要積算温度と各地点における
材齢 35，42 日の積算温度を求め，それらの関係を表 5.4.4 および図 5.4.2 に示す。また，表 5.4.5
および表 5.4.6 には，代表的な地点における材齢 35 日および材齢 42 日の積算温度の最小値を
示す。 
（1）設計基準強度が得られる材齢を 35 日とする場合 
タイプⅡに属する 114 地点中の 68 地点では，材齢 35 日までの積算温度の年間最小値は設計
基準強度を得るための必要積算温度を満足することができる。したがって，この 68 地点に関し
ては，寒中コンクリート工事が適用される全期間について，設計基準強度が得られる材齢を 35
日に延長する手法を採用することができる。 
（２）設計基準強度が得られる材齢を 42 日とする場合 
 タイプⅡに属する全地点において，設計基準強度が得られる材齢を 42 日まで延長すること
で，設計基準強度を得るための必要積算温度を満足することができる。したがって，上記の 68
地点を除く 46 地点では，施工時期に応じて設計基準強度を確保する材齢を 35 または 42 日に
延長する手法で対応可能であることが確認できる。 
 
y = 0.520 x + 236.113 
R² = 0.971 
y = 0.532 x + 193.802 
R² = 0.961 
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氷点下の積算温度を低減する方法
M’35，M’42の最小値（°D･D）
 寒中指針に基づく
標準的な方法 
氷点下域の積算温
度を考慮する方法 
設計基準強度を得るための必要積算温度（°D･D） 300 215 
設計基準強度が得られる材齢
 
35 日 
材齢 35 日までの積算温度 M35 ,M'35 の年間最
小値（°D･D） 280 185 
114 地点のなかで，M35 ,M'35 が必要積算温度
以上となる地点数（適用可能な地点数） 86 68 
42 日 
材齢 42 日までの積算温度 M42 ,M'42 の年間最
小値（°D･D） 340 225 
114 地点のなかで，M42 ,M'42 が必要積算温度
以上となる地点数（適用可能な地点数） 114 114 
 
表 5.4.4 材齢延⻑する場合の積算温度の関係（28S91＝6N/mm2，普通ポルトランド） 
図 5.4.2 材齢 35 ⽇・42 ⽇における積算温度の年間最⼩値の関係 
【n =112】
材齢 42 日（M'42，M42） 
材齢 35 日（M'35，M35） 
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    ：寒中コンクリート適用期間，  ：28 日平均気温が 0℃未満となる期間，  ：M35 または M’35 が必要積算温度を満足できない期間 
表 5.4.5 タイプⅡの代表地点における，材齢 35 ⽇までの積算温度 M35，M'35 の最⼩値と最低気温 
（単位：°D･D，℃，積算温度：5 単位切下げ）
   ：寒中コンクリート適用期間，  ：28 日平均気温が 0℃未満となる期間，  ：M35 < 300°D･D，  ：M’35 < 215°D･D 
上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬
最低温度 4.0 2.1 0.6 -0.8 -2.0 -2.7 -3.6 -4.3 -4.5 -4.4 -3.8 -3.4 -2.9 -2.1 -0.5 -4.5
M 35 505 445 395 355 330 310 300 300 310 330 365 405 445 510 575 300
M’ 35 495 425 365 300 255 210 195 195 215 255 305 370 420 495 575 195
最低温度 3.6 1.5 0.2 -1.2 -2.6 -3.5 -4.5 -5.1 -5.2 -5.2 -4.5 -4.0 -3.4 -2.7 -1.2 -5.2
M 35 495 435 385 345 315 295 285 285 295 320 355 395 435 510 585 285
M’ 35 485 415 345 280 230 190 185 185 195 240 290 350 405 490 580 185
最低温度 3.7 0.6 -0.2 -1.9 -3.3 -5.0 -6.3 -6.7 -6.4 -6.6 -5.4 -4.7 -4.2 -2.8 -1.4 -6.7
M 35 500 440 385 340 310 290 290 290 310 330 370 415 455 520 585 290
M’ 35 485 415 340 275 230 195 190 200 225 270 320 375 425 500 575 190
最低温度 2.3 0.3 -0.6 -1.6 -2.6 -3.6 -4.6 -5.3 -5.4 -5.4 -4.9 -4.3 -3.8 -3.1 -1.8 -5.4
M 35 500 450 405 365 335 315 305 305 315 335 360 400 440 500 565 305
M’ 35 480 420 365 315 265 225 210 210 225 265 310 360 405 475 555 210
最低温度 4.3 2.2 1.0 -0.1 -1.3 -2.2 -3.1 -3.7 -3.9 -3.9 -3.4 -3.0 -2.3 -1.4 -0.2 -3.9
M 35 535 480 435 390 360 335 330 330 340 365 395 440 485 555 630 330
M’ 35 530 465 410 350 305 265 250 255 275 310 360 410 465 545 630 250
最低温度 4.2 2.1 0.9 -0.2 -1.4 -2.6 -3.4 -4.0 -4.1 -4.1 -3.7 -3.2 -2.5 -1.7 -0.4 -4.1
M 35 525 465 420 380 350 330 325 325 335 355 390 435 480 550 625 325
M’ 35 520 455 395 335 290 250 235 235 260 300 345 400 455 535 625 235
最低温度 5.1 2.9 1.5 0.3 -0.9 -2.0 -2.7 -3.4 -3.6 -3.6 -3.5 -3.1 -2.6 -1.7 -0.7 -3.6
M 35 550 485 435 395 365 340 335 335 340 355 385 420 455 515 590 335
M’ 35 550 480 415 360 315 275 260 260 270 305 345 385 425 500 585 260
最低温度 5.2 3.2 1.9 0.6 -0.8 -1.9 -2.8 -3.5 -3.9 -3.9 -3.6 -3.2 -2.4 -1.5 -0.4 -3.9
M 35 565 510 455 415 380 355 350 350 350 370 400 440 475 540 615 350
M’ 35 565 500 440 385 340 305 295 295 300 325 360 405 455 530 615 295
最低温度 1.9 -0.5 -2.2 -3.8 -5.3 -6.6 -7.1 -7.7 -8.2 -8.2 -7.1 -6.0 -4.9 -3.7 -2.2 -8.2
M 35 490 430 375 335 305 285 280 285 295 325 370 415 465 530 605 280
M’ 35 460 390 325 270 225 195 190 195 215 260 315 375 430 505 595 190
最低温度 2.7 0.7 -0.9 -2.6 -4.1 -5.2 -5.8 -6.3 -6.8 -6.7 -5.5 -4.7 -3.8 -2.5 -0.9 -6.8
M 35 525 465 415 375 350 325 325 325 335 365 400 445 485 550 610 325
M’ 35 505 435 380 335 295 260 250 255 275 320 365 410 460 530 605 250
最低温度 3.4 1.4 0.1 -1.3 -2.7 -4.0 -4.7 -5.4 -6.0 -6.0 -5.4 -4.7 -3.8 -2.7 -1.3 -6.0
M 35 505 445 395 350 320 300 290 295 305 330 370 420 465 535 610 290
M’ 35 490 420 345 285 235 195 190 190 210 260 315 375 435 515 605 190
最低温度 2.6 0.3 -0.9 -2.0 -2.8 -3.9 -4.4 -5.0 -5.6 -5.6 -5.3 -4.7 -4.2 -3.2 -1.7 -5.6
M 35 505 450 405 370 345 320 315 315 320 345 380 425 470 535 605 315
M’ 35 480 415 365 320 280 240 225 225 245 290 335 390 435 510 595 225
最低温度 4.8 2.3 0.4 -1.4 -2.6 -3.5 -4.3 -4.8 -5.3 -5.1 -3.8 -3.0 -2.5 -1.2 0.6 -5.3
M 35 500 440 385 350 320 295 290 295 315 350 395 440 480 540 600 290
M’ 35 490 415 345 285 235 195 185 195 235 295 355 415 465 535 600 185
九州 阿蘇山 熊本県 -1.7
高山 岐阜県 -1.7
中国 高野 広島県 -1.1
中部 佐久 長野県 -2.0
河口湖 山梨県 -0.8
若松 福島県 -0.8
十日町 新潟県 -0.5
上市 富山県 -0.1
-1.7
新川 宮城県 -1.3
山形 山形県 -0.6
最小値
東北
青森 青森県 -1.4
横手 秋田県 -1.8
花巻 岩手県
項　目
11月 12月 1月 2月 3月
地　名
28日平均気温
年間最小値（℃）
表 5.4.6 タイプⅡの代表地点における，材齢 42 ⽇までの積算温度 M42，M'42 の最⼩値と最低気温 
（単位：°D･D，℃，積算温度：5 単位切下げ）
上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬
最低温度 4.0 2.1 0.6 -0.8 -2.0 -2.7 -3.6 -4.3 -4.5 -4.4 -3.8 -3.4 -2.9 -2.1 -0.5 -4.5
M 42 580 515 460 420 390 370 365 365 380 415 455 510 565 640 720 365
M ’42 565 490 410 340 290 250 240 245 275 330 395 475 540 630 720 240
最低温度 3.6 1.5 0.2 -1.2 -2.6 -3.5 -4.5 -5.1 -5.2 -5.2 -4.5 -4.0 -3.4 -2.7 -1.2 -5.2
M 42 570 505 445 400 370 350 350 350 365 400 445 500 560 645 740 350
M ’42 555 470 385 315 265 230 225 230 260 310 375 455 530 625 735 225
最低温度 3.7 0.6 -0.2 -1.9 -3.3 -5.0 -6.3 -6.7 -6.4 -6.6 -5.4 -4.7 -4.2 -2.8 -1.4 -6.7
M 42 575 505 445 395 370 350 350 360 380 415 465 520 575 655 735 350
M ’42 555 465 380 315 270 235 235 250 290 345 410 480 545 635 725 235
最低温度 2.3 0.3 -0.6 -1.6 -2.6 -3.6 -4.6 -5.3 -5.4 -5.4 -4.9 -4.3 -3.8 -3.1 -1.8 -5.4
M 42 580 520 470 430 395 375 370 375 385 415 450 500 555 630 710 370
M ’42 555 485 415 355 310 270 260 265 290 335 390 455 520 605 700 260
最低温度 4.3 2.2 1.0 -0.1 -1.3 -2.2 -3.1 -3.7 -3.9 -3.9 -3.4 -3.0 -2.3 -1.4 -0.2 -3.9
M 42 620 555 505 460 425 405 400 405 420 450 495 555 615 695 790 400
M ’42 610 535 470 400 350 315 315 315 345 395 455 525 595 690 790 315
最低温度 4.2 2.1 0.9 -0.2 -1.4 -2.6 -3.4 -4.0 -4.1 -4.1 -3.7 -3.2 -2.5 -1.7 -0.4 -4.1
M 42 605 540 490 445 415 395 395 395 410 445 490 545 605 690 785 395
M ’42 595 520 455 385 335 300 295 300 330 380 440 515 585 680 785 295
最低温度 5.1 2.9 1.5 0.3 -0.9 -2.0 -2.7 -3.4 -3.6 -3.6 -3.5 -3.1 -2.6 -1.7 -0.7 -3.6
M 42 635 565 510 460 430 410 405 405 415 440 475 525 575 650 745 405
M ’42 630 545 480 415 360 330 320 325 340 380 430 485 545 635 740 320
最低温度 5.2 3.2 1.9 0.6 -0.8 -1.9 -2.8 -3.5 -3.9 -3.9 -3.6 -3.2 -2.4 -1.5 -0.4 -3.9
M 42 655 590 535 485 450 425 420 420 430 460 500 550 605 685 775 420
M ’42 650 575 505 445 395 365 360 360 370 410 455 515 580 675 775 360
最低温度 1.9 -0.5 -2.2 -3.8 -5.3 -6.6 -7.1 -7.7 -8.2 -8.2 -7.1 -6.0 -4.9 -3.7 -2.2 -8.2
M 42 565 495 435 390 360 340 340 350 370 410 465 525 585 670 760 340
M ’42 530 440 370 310 260 235 235 245 280 340 405 480 550 645 745 235
最低温度 2.7 0.7 -0.9 -2.6 -4.1 -5.2 -5.8 -6.3 -6.8 -6.7 -5.5 -4.7 -3.8 -2.5 -0.9 -6.8
M 42 605 540 485 440 410 395 395 395 415 455 505 555 610 685 765 395
M ’42 575 500 440 385 340 315 315 320 350 400 460 520 585 670 760 315
最低温度 3.4 1.4 0.1 -1.3 -2.7 -4.0 -4.7 -5.4 -6.0 -6.0 -5.4 -4.7 -3.8 -2.7 -1.3 -6.0
M 42 580 515 455 410 375 355 355 360 375 415 470 530 590 675 770 355
M ’42 560 475 390 320 270 235 235 240 275 335 405 485 560 655 760 235
最低温度 2.6 0.3 -0.9 -2.0 -2.8 -3.9 -4.4 -5.0 -5.6 -5.6 -5.3 -4.7 -4.2 -3.2 -1.7 -5.6
M 42 585 520 470 435 405 385 380 385 395 430 480 535 590 675 755 380
M ’42 555 480 420 365 320 285 280 285 310 365 430 495 560 650 745 280
最低温度 4.8 2.3 0.4 -1.4 -2.6 -3.5 -4.3 -4.8 -5.3 -5.1 -3.8 -3.0 -2.5 -1.2 0.6 -5.3
M 42 575 510 450 405 375 360 360 370 395 440 495 550 605 675 745 360
M ’42 560 475 390 325 270 235 235 260 305 375 460 525 590 670 745 235
地　名
28日平均気温
年間最小値（℃）
-1.7
新川 宮城県 -1.3
山形 山形県 -0.6
最小値
東北
青森 青森県 -1.4
横手 秋田県 -1.8
花巻 岩手県
項　目
11月 12月 1月 2月 3月
若松 福島県 -0.8
十日町 新潟県 -0.5
上市 富山県 -0.1
九州 阿蘇山 熊本県 -1.7
高山 岐阜県 -1.7
中国 高野 広島県 -1.1
中部 佐久 長野県 -2.0
河口湖 山梨県 -0.8
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５．５ 第５章の結論 
寒中コンクリート工事に影響する気候特性を整理するとともに，軽微な対応で施工可能とな
る地域（タイプⅡ：28 日平均気温の年間最小値-2～0℃，かつ材齢 91 日までの積算温度の年間
最小値 840°D･D 以上）の調合計画手法を検討した結果，以下の知見が得られた。 
 
（１） 寒中コンクリート工事の適用地域は日本各地に分布し，その適用を受けない地域は限定
的である。 
（２） 寒中コンクリート工事の適用期間の日数，材齢 28 日までの予想平均気温によって構造
体強度補正値を定める方法（JASS5 方式）が適用できる日数は，地域によって大きく異な
る。 
（３） 材齢 91 日までの積算温度の年間最小値と日平均気温や材齢 28 日までの平均温度の年
間最小値との関係に相関性が認められる。 
（４） 寒中コンクリート工事に関する気候特性を 3 タイプに分類することで，地域特性や施工
計画上の特徴を表すことができる。 
（５） タイプⅡでは，構造体強度補正値 9N/mm2 の適用範囲を設けることで，全期間に対して
JASS5 方式を適用することが可能になる。 
（６） タイプⅡでは，施工時期に応じて設計基準強度を確保する材齢を 35 日または 45 日に
延長することで，構造体強度補正値 6N/mm2 を採用することができる。 
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第６章  施⼯計画⽀援システムの開発 
 
６．１ はじめに 
寒中コンクリート工事では，建物条件，施工条件および気象条件などの諸条件を考慮したう
えで，養生計画，調合計画，品質管理計画などを立案することが重要である。特に調合計画で
は，養生計画と対比させながら，初期凍害を防止するための強度や施工上必要となる強度が所
定の材齢で確保できるかについて検討する必要がある。 
この施工計画の立案において，実務者は寒中コンクリート工事に関連する規準類を理解する
とともに，気象統計データをもとに各種の算定を繰り返すことによって，計画内容を詳細化す
ることになる。寒中コンクリート工事を熟知した技術者であっても，この作業には多大な時間
を要しており，これらのシステム化が期待されていた。 
日本建築学会北海道支部では，2000 年にコンクリートの調合設計研究委員会（活動期間：2000
～2001 年度）を設置し，著者らが中心となって日本建築学会「寒中コンクリート施工指針・同
解説（第 4 版，1998 年）」1）に対応した「寒中コンクリート施工支援システム」の開発を行っ
た 2）3）。しかしながら，2010 年には同指針は第 5 版（以下，寒中指針という）4）に改定され，
調合計画の内容は全面的に変更された。 
そこで，現行の寒中指針に対応させるとともに，第 3 章から第 5 章の成果を組み込んだシス
テムを開発することとする。 
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６．２ システムの⽬的と要件 
寒中コンクリート工事の計画全体を合理的かつ経済的なものにするためには，図 6.2.1 に示
すようにフィードバックを繰り返しながら，工事全般の内容を具体化させていくことになる。
施工計画段階では，気象統計データに基づく積算温度，任意の材齢に対する強度推定，加熱養
生時の熱量などの煩雑な計算を繰り返し，関連する規準類の規定に適合させることが必要とな
る。 
そのため，寒中コンクリート工事の立案に際して，実務者が各種計算を適切かつ簡便に実行
できることを目的として施工支援システムを開発する。 
このシステムを開発するにあたり，以下に要件を示す。 
① 現行の寒中指針 4）および公共建築工事標準仕様書（以下，標準仕様書という）5）に適合
することを基本とする。 
② 現行指針における課題の解決を図る。 
③ システム操作やデータ管理が簡便である。 
④ システムの配布が容易である。 
⑤ 汎用性がある。 
⑥ 導入コストが安価である。 
 図 6.2.1 寒中コンクリート⼯事の計画フロー 
工事・工程の計画 
養生の計画 
調合の計画 
養生囲いの計画 
管理の計画 
予算の計画 
計画終了 
養生と調合の 
バランス 
予算の確認 
・養生形式の選定 
・養生温度と養生期間の計画 
・構造体強度補正値（呼び強度）の設定 
・施工上必要な強度が発現する材齢の確認 
・品質基準強度が確保される材齢の確認 
・養生囲いの形式の選定 
・養生上屋の熱損出量の算出 
・加熱設備の選定
・養生温度の管理（温度測定の計画） 
・コンクリート強度の管理（強度推定） 
建物条件 
工事条件 
立地条件 
気象条件 
NO 
NO 
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６．３ システムの全体構成 
システムは，図 6.3.1 に示すようにメイン画面を中心として，調合計画，養生計画，強度推
定，気候特性，ヘルプの 5 分野から構成される。また，前述のシステム要件を踏まえ，最も一
般的に普及している表計算ソフト（Microsoft Excel）を採用し，VBA（Visual Basic for Applications）
を用いてプログラムを作成することとする。また，表 6.3.1 には，日本建築学会北海道支部「コ
ンクリートの調合設計研究委員会（2000～2001 年度）」におけるシステムとの相違について示
す。 
計算に用いる気象統計値としては，現時点で最新の平年値（統計期間 1981~2010 年）6）を採
用し，寒中コンクリート工事が適用される地域（643 地点）の旬最高気温，旬平均気温，旬最低
気温を格納する。 
複数の算定条件の入力データを容易に管理するため，算定毎に個別のシステムデータを作成
する形式ではなく，複数の入力データを一括して一つのシステムデータに格納する形式を採用
する。図 6.3.2 に示すように，各入力データはリストによって管理することができる。 
図 6.3.3 にヘルプ記載内容の一例を表示する。ヘルプ部分にはシステムの操作方法に加えて，
規準類の規定内容や計算方法などを解説することによって，計算方法のブラックボックス化を
防ぐことにする。また，ヘルプは内容の更新に対する容易性を考慮して，インターネット上に
配置する。 
 
図 6.3.1 システムの全体構成と主な機能 
システム起動
 予想積算温度 
 標準曲線を利用した強度推定 
 氷点下域の積算温度の算定 
 強度推定書の作成 
調合計画 強度推定 養生計画 
 予想日平均気温 
 基準換気回数 
 養生上屋の熱損失量 
 加熱養生計画書の作成 
 予想積算温度 
 初期強度を確保する材齢 
 設計基準強度を確保する材齢 
 品質基準強度を確保する材齢 
 調合計画書の作成 
ヘルプ 
気象統計値 
Internet 
入力データ 
メイン画面 気候特性 
 気候特性タイプ 
 気候特性関連情報 
 施工計画の参考情報 
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表 6.3.1 新旧の施⼯計画⽀援システムの相違 
 旧：日本建築学会北海道支部 
コンクリートの調合設計委員会 新：施工計画支援システム 
基本アプリケーション Microsoft Access（データベースソフト） Microsoft Excel（表計算ソフト） 
プログラミング言語指針 Access VBA Excel VBA 
システムのデータ容量 3.8MB 
（実行用システム：80MB） 
2.5MB 
システム配布の容易性・汎用性 △：Access を所有していない場合，実行
用システムをインストールする必要
がある 
〇：Excel は一般化されているため，上記
のシステムのみを配布する 
データの管理方法 〇：データベース管理 〇：データベース管理 
コスト △：Access 実行用システムのデータが大
きいため，配布コストが増加する 
〇：配布が容易で，安価に構築できる 
気象統計データ ・旬平均気温 
・平年値の統計期間：1971～2000 年 
・194 地点 
・旬最低気温，旬平均気温，旬最高気温
・平年値の統計期間：1981~2010 年 
・643 地点 
適用指針類 ・寒中指針（第 4 版，1998 年）1） ・寒中指針（第 5 版，2010 年）4） 
・標準仕様書（2019 年）5） 
調合計画 ・上記指針に基づく調合計画方法 
・計画と実績の強度が乖離するため，参
考値として強度増進曲線を表示する 
・上記指針に基づく調合計画方法 
・初期養生検討のための参考情報提供 
・設計基準強度の確保材齢を指定する場
合の調合計画 
・設計基準強度に対する，材齢 28 日推定
強度との比率 
加熱養生の熱量計算 ・上記指針に基づく算定方法 
 
 
・上記指針に基づく算定方法 
・外気温設定種別の選択 
・基準換気回数図表のシステム化 
・換気回数計算用風速の更新 
・補正係数 D（二重，合板）の修正 
強度推定 ・積算温度を用いるロジスティック曲線 ・積算温度を用いるゴンペルツ曲線 
・氷点下域の積算温度（日内変動考慮）
気候特性 - ・気候特性タイプの表示 
・気候特性に関連する情報提供 
・施工計画検討のための情報提供 
 
 
 
図 6.3.2 各⼊⼒データの管理 
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図 6.3.3 ヘルプの記載内容の⼀例 
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６．４ システムの概要 
６．４．１ 気候特性 
寒中コンクリート工事では，施工地域の気象特性を十分に把握し，施工計画を合理的に立案
することが重要である。そこで，第 5 章「寒中コンクリート工事に影響する気候特性」におけ
る検討成果である気候特性区分，標準的な調合計画や養生計画などの情報を提供することとす
る。 
図 6.4.1 および図 6.4.2 にそれぞれ算定フローとシステムの概要を示す。各地域の日別平年値
を用いて算出した気象特性データをシステムに格納する。実務者は施工地域，施工時期，セメ
ント種類の 3 つの施工条件を指定することで気候特性データを入手することができ，調合計画
や養生計画の基本的な方針を定めることができる。 
 
図 6.4.1 気候特性の算定フロー 
気象統計値 
・日最高気温 
・日平均気温 
・日最低気温 
施工条件の設定 
・施工地域 
・施工時期 
・セメントの種類 
調合計画 
・91 日間の積算温度 M91 
・28 日間の平均気温 θ 
・35 日間の積算温度 M35 
・42 日間の積算温度 M42  
気象特性データ 
M91 最小値≧840，θ 最小値≧0 
【気候特性：タイプⅠ】 
JASS5 方式（28S91=6N/mm2） 
M91 最小値≧840，-2.0≦θ 最小値＜0
【気候特性：タイプⅡ】 
設計基準強度の確保材齢 28 日 
JASS5 方式（28S91=9N/mm2） 
設計基準強度の確保材齢 35，42 日
寒中指針方式（28S91=6N/mm2） 
M91 最小値＜840 
【気候特性：タイプⅢ】 
寒中指針方式（28S91=6N/mm2）
・標準的な調合計画 
・気候特性区分 
・気候特性の分布図 
・適用期間 
・日最低気温 0℃以下の期間 
・日最低気温-3℃以下の期間 
・標準的な養生形式 
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（a）メイン画⾯ 
図 6.4.2 気候特性のシステム概要 
（d）気候特性に関連する分布図 
（b）⼊⼒画⾯ 
（c）施⼯計画に関連する情報 
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６．４．２ 調合計画 
図 6.4.3 および図 6.4.4 に，それぞれ調合計画における算定フローとシステムの概要を示す。
施工地域と施工時期に連動する気象データに養生条件を考慮して，計画時の積算温度を算出す
る。標準曲線（積算温度と強度増進性状の関係を表す。）から定められた各強度に対する必要積
算温度と計画積算温度を用いて，設計基準強度や品質基準強度が得られる材齢を求めることが
できる。 
ここでは，構造体補正強度 28Sn＝3，6，9N/mm2 の調合について一括して算定し，これら 3 種
類の調合における相違を容易に把握することができる。この算出結果を工程計画などと対比さ
せることで，調合計画や養生日数などを効率的に検討することが可能となる。 
（１）条件設定 
条件設定画面において，施工地域や施工日，設計条件および養生条件を設定する。また，計
画内容を検討するための参考情報として，施工地域における気温の平年値や初期養生条件の設
定に必要となる情報を提供する。 
工程計画から設計基準強度を確保すべき日数が制限される場合がある。このようなケースに
対応するため，設計基準強度が得られる目標日数を指定することで，標準的な施工計画を提示
できるような計算フローも準備する。 
（２）算定結果・計算書類 
3 種類の調合管理強度に関して，初期強度，設計基準強度および品質基準強度の各強度が確
保される日数を算出する。また，標準仕様書の規定に対応するため，標準曲線によって材齢 28
日の圧縮強度を推定し，その強度が 0.7×設計基準強度以上であることを確認することができ
る。また，材齢 91 日までの各材齢における圧縮強度と積算温度を表示する。 
調合計画書，強度推定結果，積算温度表の 3 種類の計算書類を作成する。図 6.4.5 に調合計画
書と積算温度表を例示する。 
 
６．４．３ 養⽣計画 
図 6.4.6 に養生計画の算定フローを示す。また，図 6.4.7 にシステムの概要を示す。計画養生
温度，施工地域と施工時期から決定される日平均温度，上屋材料の種別・面積，囲い材のサイ
ズや隙間状態などによる補正係数，基準換気回数などの施工条件から，養生上屋の熱損出量を
算出することができる。この熱損出量を満足させるように加熱方法を選定することになる。 
（１）条件設定 
条件設定画面において，養生上屋の伝熱および換気による熱損出量の算出に関連する条件を
設定する。ここで，基準換気回数に関しては，開口の有無，養生上屋の床面積と高さ，風速に
対応させて，グラフ（図 4.2.1）から読み取ることが現行指針における基本的な方法である。し
かしながら，図 4.3.2 に示すように一部の検証結果が現行指針と乖離するため，収束計算から基
準換気回数を算出する機能を付加する。この基準換気回数のシステム化に加えて，第 4 章の成
果を次のように反映させることとする。 
1）外気温の設定方法は，①計画段階（平年値-4℃），②実施段階（平年値），③実施段階（平
年値-4℃）の 3 種類から選択することとし，設定に対する考え方を明確にする。 
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2）換気回数計算用風速は，最新の平年値（統計期間 1981~2010 年）6）を適用して更新する。 
3）囲み材の一重・二重による補正係数 D を修正する（表 4.3.6）。 
（２）算定結果・計算書類 
養生上屋の伝熱および換気による熱損出量をそれぞれ算出し，両者を合算して全体の熱損出
量を求める。また，図 6.4.8 に示すように，加熱養生計画書および基準換気回数に関する算定書
を作成することができる。 
 
６．４．４ 強度推定 
図 6.4.9 および図 6.4.10 にそれぞれ強度推定の算定フローとシステム概要を示す。コンクリ
ート施工後の強度管理段階におけるシステムの利用を想定し，施工地域と施工時期から決定さ
れる日平均温度に養生条件を加味した積算温度から，標準曲線を用いて材齢 91 日までの圧縮
強度を推定する。この推定強度を参考にして，支保工除去時などに必要となる強度が発現する
までの日数を確認することになる。 
第 3 章で示された強度推定式の適用性を踏まえて，ここで適用する強度推定方法には寒中指
針に示される積算温度方式を採用する（積算温度を用いるゴンペルツ曲線，式（3.3）～（3.8））。
また，氷点下温度域の積算温度を適用する場合には日内変動を考慮することとして，日最低気
温，日平均気温および日最高温度から算出する（式（5.7），式（5.8））。 
（１）条件設定 
条件設定画面において，施工地域や施工日，設計基準強度，養生条件および氷点下温度域の
積算温度の適用有無について設定する。なお，使用したコンクリートの調合強度と整合させる
ため，調合強度の算定式における係数などを変更できることとする。 
（２）算定結果・計算書類 
材齢 91 日までの各材齢に対する圧縮強度を推定するとともに，初期強度，設計基準強度およ
び品質基準強度が確保される材齢を表示する。また，初期養生が確保されるまでの期間におい
て養生温度が 0℃以上を満足するか，材齢 91 日までに品質基準強度が確保されるかについて合
否判定を行う。 
計算書類として，強度推定計算書，強度推定データ表，積算温度データ表を作成することが
できる。図 4.4.11 に強度推定計算書と強度推定データ表を例示する。 
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28Sn＝3，6，9 N/mm2 とする 3 種類の調合 
図 6.4.3 調合計画の算定フロー 
気象統計値 
・旬最高気温 
・旬平均気温 
・旬最低気温 
施工条件の設定 
・施工地域 
・施工時期 
養生条件の設定 
・初期養生の形式 
・保温養生の場合 
・計画養生温度 
・養生日数 
品質基準強度 Fq 
構造体強度補正値 28Sn 
28Sn＝3，6，9 N/mm2 
調合計画と養生計画の決定 
品質基準強度を確保できる
積算温度 
設計条件の設定 
・耐久設計基準強度 Fd
・設計基準強度 Fc 
・セメントの種類 
設計基準強度を確保できる日数 品質基準強度を確保できる日数 
材齢 91 日以内 工程計画 
（支保工除去） 
調合計画書
【参考情報】 
・5N/mm2 確保材齢 
 （初期養生日数） 
・保温養生の必要性 
調合管理強度 Fm 調合強度 F 
強度推定結果 積算温度表 
強度補正と養生の 
バランス 
設計基準強度を確保できる
積算温度 
積算温度 
 
 
調合・養生の再検討 
NG 
NG
標準曲線（安全側の算定） 
不良率 4% 
標準曲線（平均的な算定） 
不良率 50%  
標準仕様書 
材齢 28 日 0.7Fc 以上 
OUTPUT 
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（a）メイン画⾯ 
（b）条件設定 
（c）3 調合に対する算定結果 
（d）標準曲線による強度推定結果
（e）旬気温の平年値 
（f）初期養⽣に関する参考情報 
（g）設計基準強度を確保する材齢の指定 
（h）標準的な計画の表⽰ 
（i）積算温度の算定結果 
図 6.4.4 調合計画のシステム概要 
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 図 6.4.5 調合計画における計算書類 
（a）調合計画書 
（b）積算温度表 
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図 6.4.6 養⽣計画の算定フロー 
気象統計値 
・旬最高気温 
・旬平均気温 
・旬最低気温 
施工条件の設定 
・施工地域 
・施工時期 
計画養生温度 
養生計画の決定 
養生上屋の設定 
・上屋材料の熱貫流率 
・各材料に対する面積 
加熱設備の選定 
熱損出量 Q 
加熱養生 
計画書 
コスト対比 
養生の再検討
NG
OUTPUT 
養生上屋の換気に関する設定 
・上屋の気積 
・補正係数 A～D 
・基準換気回数（風速，面積）
養生上屋の伝熱による熱量 Q1 養生上屋の換気による熱量 Q2
基準換気回数 
算定書 
外気温の設定 
・計画段階（平均気温の平年値-4℃） 
・実施段階（平均気温の平年値-4℃，平年値）
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（a）メイン画⾯ 
（c）条件設定２ 
（d）熱損失量の算定結果 
（e）旬気温の平年値 
（f）基準換気回数(寒中指針) 
（g）⾵速 
（h）基準換気回数（算定結果） 
図 6.4.7 養⽣計画のシステム概要 
（b）条件設定１ 
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（a）加熱養⽣計画書 
（b）基準換気回数の算定書 
図 6.4.8 加熱養⽣における計算書類 
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 図 6.4.9 強度推定の算定フロー 
気象統計値 
・旬最高気温 
・旬平均気温 
・旬最低気温 
施工条件の設定 
・施工地域 
・施工時期 
養生条件の設定 
・養生温度 
・養生日数 
設計条件の設定 
・耐久設計基準強度 Fd 
・設計基準強度 Fc 
・セメントの種類 
品質基準強度を確保できる日数 
調合強度 
強度推定 
計算書 
 
OUTPUT 
強度推定対象の設定 
・調合管理強度 
標準曲線（安全側の算定） 
不良率 4% 
標準曲線（平均的な算定）
不良率 50% 
強度推定 強度推定 
初期強度を確保できる日数 
設計基準強度を確保できる日数 
積算温度 
氷点下温度域の 
積算温度の算定方法 
調合強度の算定方法 
強度推定結果
（データ）
積算温度表
【参考情報】 
・5N/mm2 確保材齢 
 （初期養生日数） 
・保温養生の必要性 
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（a）メイン画⾯ 
（d）強度推定結果（データ表⽰）
（e）旬気温の平年値 
（f）調合強度 
（h）積算温度（データ表⽰） 
図 6.4.10 強度推定のシステム概要 
（b）条件設定 
（c）強度推定結果 
（g）調合強度の算定⽅法 
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（a） 強度推定計算書 
（b） 強度推定計算書（データ表⽰） 
図 6.4.11 強度推定における計算書類 
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６．５ 第６章の結論 
第 3 章から第 5 章における成果を反映させるとともに，寒中コンクリート工事における調合
計画，養生計画および強度推定に関連する計算を合理的かつ適正に実施することを目的として，
現行の規準類に対応した施工計画支援システムを開発した。 
以下に，期待できる効果および今後の課題について述べる。 
 
（１） 寒中コンクリート工事に関連する計算が簡便に実行できるため，計算結果をフィードバ
ックしながら各種の検討を進めることができる。 
（２） 現行の寒中指針および標準仕様書の規定内容に従い，適正に計算することができる。 
（３） 一般的に普及している表計算ソフトを利用し，かつ広範囲の気象データを格納している
ことから，システムの汎用性が高い。 
（４） 第 3 章から第 5 章の成果を組み込んでいることから，現行指針の課題解決を図り，より
合理的な計画を実施することができる。 
（５） 寒中コンクリート工事の計画では，気温に加えて風，雪などの気象情報も重要であり，
システムで提供すべき気象統計データを精査し，その充実化を図る必要がある。 
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第７章  総 括 
 
本研究の目的は，寒中コンクリート工事における課題を整理し，課題として抽出された強度
管理方法，加熱養生の算定方法，寒中コンクリートに影響を及ぼす気候特性に関して検討を行
い，より合理的な施工計画を実現することである。さらに，実務者が簡便かつ合理的に施工計
画を立案するためのツールとして，本研究の成果を含めた施工計画支援システムを提供するこ
とである。 
以下に本研究の結果を取り纏める。 
 
第 1 章では，本研究の背景と目的，関連する既往研究および本論文の構成を記した。 
 
第 2 章では，製造者と施工者を対象とした寒中コンクリート工事に関するアンケート調査に
基づいて，以下に示すような実態と課題を明らかにした。 
（１） 調合計画の関連計算や強度推定に関する実施頻度，各種算定方法の利用度と適用指針，
寒中指針の利用度などは，地域によって大きな差異が認められる。 
（２） 調合計画方法として，北海道では「積算温度による方法」，東北地方では「JASS5 によ
る方法」と「積算温度による方法」，これらの地域以外では「JASS5 による方法」が主に
採用される。 
（３） 強度推定方法に関しては，北海道では「標準曲線（平均的）」と「標準曲線（安全側）」，
北海道以外の地域では「工場実績などによる強度増進曲線」の利用度が高い。 
（４） 加熱養生時における計画温度と実績温度の差は，北海道では「実績値の方が 5～10℃位
高い」，東北地方では「ほぼ同じ」と認識される傾向が強い。 
（５） 寒中指針の利用度は北海道と東北地方で高く，その評価に関しては「普通」と「良い」
が大多数を占めるが，有益性に比べてわかりやすさに対する評価が低い。 
（６） 本調査の結果を踏まえ，寒中コンクリート工事の課題として，調合計画方法の適用範囲，
加熱養生時の温度差異，構造体の強度管理方法，高強度コンクリートへの対応が考えられ
る。 
 
第 3 章では，告示第 110 号に規定される有効材齢方式，寒中指針に示される積算温度方式に
関して，せき板の取り外しに係わる強度管理手法としての適用性を検討し，以下の知見が得ら
れた。 
（１） 有効材齢方式と積算温度方式から求められる強度推定値は，普通ポルトランドセメント
および早強ポルトランドセメントでは比較的一致するが，フライアッシュセメント B 種
および高炉セメント B 種では両方式による差異が大きい。 
（２） 両方式による強度推定値とレディーミクストコンクリート工場の実績値との関係では，
普通ポルトランドセメントの場合には全体的にばらつきが大きいものの低強度域におけ
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る直線回帰式は概ね一致するが，フライアッシュセメント B 種では両方式に大きな差異
が認められる。 
（３） 既往研究との関係において，フライアッシュセメント B 種における有効材齢方式は乖
離するものの，その他のケースに関しては概ね一致する。 
（４） 普通ポルトランドセメントおよびフライアッシュセメント B 種に関して，積算温度方
式はせき板の取り外しに係わる強度管理手法としての適用性が確認できる。但し，混和材
料の品質や置換率の相違による影響を考慮する必要がある。 
 
第 4 章では，施工者には加熱養生における計画温度と実績温度との差異が認識されているこ
とから，その要因を明らかにするため，現行の寒中指針に示される加熱養生に対する熱量算定
方法を検証した結果，以下の知見が得られた。 
（１） 計画段階で仮定する外気温には寒波による温度低下分が見込まれているため，実施直前
や実施時に外気温を確認することが必須であり，寒中指針には運用上の留意点として明記
することが必要である。 
（２） 基準換気回数は，養生床面積が 100m2 以下の場合に検証結果との差が大きくなる傾向を
示す。 
（３） 基準換気回数に適用されている安全率 1.5 は，養生上屋の全熱損出量を 10～30％程度割
り増すことになる。 
（４） 換気回数計算用風速は，最新の気象統計値に基づいて修正する必要がある。 
（５） 囲み材の一重・二重による補正係数において，外囲いが合板の場合のすべてのケース，
および外囲いがシートの場合の一部のケースに対する検証結果は現行指針と乖離する。 
 
第 5 章では，寒中コンクリート工事に影響する気候特性を整理するとともに，軽微な対応で
施工可能となる地域（タイプⅡ：28 日平均気温の年間最小値-2～0℃，かつ材齢 91 日までの積
算温度の年間最小値 840°D･D 以上）の調合計画方法を検討し，以下の知見が得られた。 
（１） 寒中コンクリート工事の適用地域は日本各地に分布し，その適用を受けない地域は限定
的である。 
（２） 寒中コンクリート工事の適用期間の日数，材齢 28 日までの予想平均気温によって構造
体強度補正値を定める方法（JASS5 方式）が適用できる日数は，地域によって大きく異な
る。 
（３） 材齢 91 日までの積算温度の年間最小値と日平均気温や材齢 28 日までの平均温度の年
間最小値との関係に相関性が認められる。 
（４） 寒中コンクリート工事に関する気候特性を 3 タイプに分類することで，地域特性や施工
計画上の特徴を表すことができる。 
（５） タイプⅡでは，構造体強度補正値 9N/mm2 の適用範囲を設けることで，全期間に対して
JASS5 方式を適用することが可能になる。 
（６） タイプⅡでは，施工時期に応じて設計基準強度を確保する材齢を 35 日または 45 日に
延長することで，構造体強度補正値 6N/mm2 を採用することができる。 
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第 6 章では，第 3 章から第 5 章における成果を反映させるとともに，寒中コンクリート工事
における調合計画，養生計画および強度推定に関連する計算を適正に実施することを目的とし
て，現行基準類に対応した施工計画支援システムを構築した。 
以下に，期待できる効果および今後の課題について述べる。 
（１） 寒中コンクリート工事に関連する計算が簡便に実行できるため，計算結果をフィードバ
ックしながら各種の検討を進めることができる。 
（２） 現行の寒中指針および標準仕様書の規定内容に従い，適正に計算することができる。 
（３） 一般的に普及している表計算ソフトを利用し，かつ広範囲の気象データを格納している
ことから，システムの汎用性が高い。 
（４） 第 3 章から第 5 章の成果を組み込んでいることから，現行指針の課題解決を図り，より
合理的な計画を実施することができる。 
（５） 寒中コンクリート工事の計画では，気温に加えて風，雪などの気象情報も重要であり，
システムで提供すべき気象統計データを精査し，その充実化を図る必要がある。 
 
本研究の成果である，温度履歴に基づく強度管理方法の適用性の検証，加熱養生における温
度差異の改善，地域特性区分と比較的温暖な地域における調合計画手法の提案によって，寒中
コンクリート工事における現状の課題が解決され，気候特性を踏まえた合理的な施工計画が実
現可能となる。 
2022 年に予定されている日本建築学会「建築工事標準仕様書・同解説 JASS5」の大改定に対
応して，「寒中コンクリート施工指針・同解説」の改定に向けた準備が 2020 年度から開始され
る。この改定に際しては，本研究の成果を反映させるとともに，温暖な地域における施工状況
の実態把握をさらに進展させる必要がある。そのほか，施工計画支援システムの改定対応や気
象統計データの更新と提供方法などに関しては，継続して検討を行っていく予定である。 
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